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１ 総 則

１－１ 適 用

１．測量業務共通仕様書（以下「共通仕様書」という ）は、北海道水産林務部が所管（総。

合振興局及び振興局が発注）する測量業務（以下「測量業務」という ）に係る委託契。

約書（以下「契約書」という ）及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び運用を。

図るとともに、その他の必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るため

のものである。

２．契約図書は、相互に補完し合うものとし、契約書及び設計図書のいずれかによって定

められている事項は、契約の履行を拘束するものとする。

． 、 、 、３ 契約書 図面 共通仕様書及び特記仕様書または指示や協議等の間に相違がある場合

または図面からの読み取りと図面に書かれた数字が相違する場合など業務の遂行に支障

が生じた、若しくは今後相違することが想定される場合、受託者は業務担当員に書面に

より報告又は確認し、その指示を受けなければならない。

４．受託者は、共通仕様書の適用に当たっては 「北海道水産林務部測量調査設計委託業、

」（ 。）、「 」（ 。）務担当要領 以下｢担当要領｣という 業務委託事務取扱要綱 以下｢要綱｣という

「 」（ 。）及び 北海道水産林務部土木工事関係委託業務検査方法書 以下｢検査方法書｣という

に従った連絡指導・検査体制のもとで、履行体制を遵守しなければならない。

１－２ 用語の定義

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。

１．｢委託者｣とは、支出負担行為担当者をいう。

２．｢受託者｣とは、測量業務の実施に関し、委託者と契約を締結した個人または会社その

他の法人をいう。

３．｢業務担当員｣とは、契約図書に定められた範囲内において、受託者または管理技術者

に対する指示、承諾または協議等の職務を行う者で、契約書第８条第１項に規定する者

である。

４．｢検査員｣とは、測量業務の完了検査及び指定部分に係る検査に当たって、契約書第30

条第２項の規定に基づき検査を行う者をいう。

５．｢管理技術者｣とは、契約の履行に関し業務の管理及び統轄等を行う者で、契約書第９

条第１項の規定に基づき受託者が定めた者をいう。

６．｢契約図書｣とは、契約書及び設計図書をいう。

７．｢設計図書｣とは、仕様書、図面、現場説明書及び現場説明書に対する質問回答書をいう。

８．｢仕様書｣とは、共通仕様書及び特記仕様書（これらにおいて明記されている適用すべ

き諸基準を含む ）を総称していう。。

９．｢共通仕様書｣とは、各測量業務に共通する技術上の指示事項を定める図書をいう。

10．｢特記仕様書｣とは、共通仕様書を補足し、当該測量業務の実施に関する明細または特

別な事項を定める図書をいう。
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11．｢現場説明書｣とは、測量業務の入札に参加する者に対して、委託者が当該測量業務の

契約条件を説明するための書類をいう。

12．｢質問回答書｣とは 「現場説明書」に対する入札参加者からの質問書に対して、委託者、

が回答する書面をいう。

13．｢図面｣とは、入札に際して委託者が示した位置図及び設計図、委託者から変更または

追加された位置図及び設計図、業務数量総括表及び数量算出表をいう。

14．｢指示｣とは、契約図書の定めに基づき、業務担当員が受託者に対し、測量業務の遂行

上必要な事項について書面により示し、実施させることをいう。

15．｢承諾｣とは、契約図書で明示した事項について、委託者若しくは業務担当員、または

受託者が書面により同意することをいう。

16．｢協議｣とは、書面により契約図書の協議事項について、委託者または業務担当員と受

託者が対等の立場で合議することをいう。

17．｢提出｣とは、受託者が業務担当員に対し、測量業務に係る事項について書面またはそ

の他の資料を説明し、差し出すことをいう。

18．｢報告｣とは、受託者が業務担当員に対し、測量業務の状況または結果について、書面

により知らせることをいう。

19．｢通知｣とは、委託者若しくは業務担当員が受託者に対し、または受託者が委託者若し

くは業務担当員に対し、測量業務に関する事項について、書面により互いに知らせるこ

とをいう。

20．｢請求｣とは、委託者または受託者が契約内容の履行あるいは変更に関して相手方に書

面をもって行為を求めることをいう。

21．｢質問｣とは、不明な点に関して書面をもって問うことをいう。

22．｢回答｣とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。

23 「連絡」とは、業務担当員と受託者の間で、契約書第17条に該当しない事項または緊．

急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどにより互いに知ら

せることをいう。

24．｢書面｣とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、署名または押印

したものを有効とする。

(1) 緊急を要する場合は、ファクシミリまたは電子メール等により伝達できるものとする

が、後日有効な書面と差し換えるものとする。

(2) 電子納品を行う場合は、別途業務担当員と協議するものとする。

25．｢検査｣とは、契約図書に基づき、検査員が測量業務の完了を確認することをいう。

26．｢打合せ」とは、測量業務を適正かつ円滑に実施するために、管理技術者等と業務担当

員が面談により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。

． 、 、27 ｢修補｣とは 委託者が受託者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場合に

受託者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。

28．｢協力者｣とは、受託者が委託業務の遂行に当たって、再委託する者をいう。

29．｢使用人等｣とは、協力者またはその代理人若しくはその使用人、その他これに準ずる

者をいう。

30．｢立会い｣とは、契約図書に示された項目について、業務担当員が臨場により、その内
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容について契約図書との整合を確かめることをいう。

１－３ 受託者・委託者の責務

１．受託者は、当該業務に当たって、調査等の意図及び目的を十分に理解した上で調査等

に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなけれ

ばならない。

２．受託者及び委託者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務

の履行に努めなければならない。

３．受託者は、測量業務の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を

活用した測量業務の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並

びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の

改善に努めなければならない。

１－４ 業務の着手

受託者は、設計図書に定めがある場合を除き、契約締結後15日以内に測量業務に着手

しなければならない。この場合において、着手とは管理技術者が測量業務の実施のため

業務担当員との打合せを行うことをいう。

１－５ 測量の基準

測量の基準は、北海道公共測量作業規程（以下「規程」という ）第２条の規定による。

ほかは業務担当員の指示によるものとする。また、公共測量の実施にあたっては「規程」

の定めの他、別途地理院より定めるマニュアルによるものとする。

１－６ 作業の実施及び計算

１．作業の実施及び計算は、設計図書及び｢規程｣により実施するものとする。なお、公共

測量に該当する場合の測量成果の種類、内容、構造、品質等は、製品仕様書によるもの

とし、定めのない場合は 「規程」第５条第３項によるものとする。、

２．数量の計算は、北海道水産林務部が制定した「水産土木工事数量算出要領」により実

。 、 、 。施するものとする なお これによりがたい場合は 業務担当員と協議するものとする

３．測量現場が隣接または同一場所において、別途測量がある場合には、常に相互協調する

とともに、利用する成果について照合を行わなければならない。

１－７ 設計図書の支給及び点検

１．受託者からの要求があり業務担当員が必要と認めたときは、受託者に図面の原図若しく

は電子データを貸与する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等で市販されている

ものについては、受託者の負担において備えるものとする。

２．受託者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合は、業務担当員に書面により

報告し、その指示を受けなければならない。

３．業務担当員は、必要と認めるときは、受託者に対し図面等を追加支給するものとする。
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１－８ 業務担当員

１．委託者は、測量業務における業務担当員を定め、受託者に通知するものとする。

２．業務担当員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の職

務を行うものとする。

３．契約書の規定に基づき、委託者が業務担当員に委任した権限は、契約書第８条第２項に

規定した事項である。

４．業務担当員が、その権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急

を要する場合、業務担当員が受託者に対し口頭による指示等を行った場合には、受託者は

その口頭による指示等に従うものとし、後日書面により業務担当員と受託者の両者が指示

内容を確認するものとする。

１－９ 管理技術者

１．受託者は、測量業務における管理技術者を定め、委託者に通知するものとする。

２．管理技術者は、契約図書に基づき測量業務に関する技術上の管理を行うものとする。

３．管理技術者は、測量法に基づく測量士の資格保有者であり、日本語に堪能（日本語通訳

が確保できれば可）でなければならない。

４．管理技術者は、業務担当員が指示する関連のある測量業務等の受託者と十分協議の上、

相互に協力し業務を実施しなければならない。

５．管理技術者は、屋外における測量業務に際しては、使用人等に適宜、安全対策、環境対

策、衛生管理、地元関係者に対する対応等の指導及び教育を行うとともに、測量業務が適

正に遂行されるように、管理及び監督しなければならない。

提出書類１－10

１．受託者は、委託者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を業務担当員を経て委

託者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、契約金額に係る請求書、請求代金代理

受領承諾書、遅滞利息請求書、業務担当員に関する措置請求に係る書類及びその他現場ま

たは机上説明の際に指定した書類を除く。

２．受託者から委託者へ提出する書類で様式が定められていないものは、受託者において様

式を定め、提出するものとする。ただし、委託者がその様式を指示した場合は、これに従

わなければならない。

３．受託者は、契約時又は変更時において、契約金額100万円以上の業務について、業務実

績情報システム テクリス に基づき 受注・変更・完了・訂正時に 業務実績情報を｢登（ ） 、 、

録のための確認のお願い｣により業務担当員の確認を受けた上、受注時は契約締結後、1

5日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更（ 委託期間 「技術者（管理技術者等 」「 」 ）

の変更）時は変更があった日から、15日（休日等を除く）以内に、完了時は完了検査合

格後、15日（休日等を除く）以内に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請をしなければなら

ない。

なお、変更時と完了時の間が15日間（休日等を除く）に満たない場合は、変更時の提

出を省略できるものとする。
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打合せ等１－11

１．受託者及び業務担当員は、契約図書に示された指示、承諾、協議、検査及び確認等に

ついては、打ち合わせ簿（様式第１－２号）で行わなければならない。

なお、打ち合わせ簿については、双方が署名または押印した原本を委託者が保管し、

複製を受託者が保管するものとする。

２．測量業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と業務担当員は常に密接な連絡

をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容について、その都度、

受託者は打ち合わせ簿（様式第１－２号）に記録し、相互に確認しなければならない。

、 、 、なお 連絡は積極的に電子メール等を活用し 電子メールで確認した内容については

必要に応じて打ち合わせ簿を作成するものとする。

３．測量業務着手時及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者と業務担当

員は打合せを行なうものとし、その結果について受託者は打ち合わせ簿（様式第１－２

号）に記録し、相互に確認しなければならない。

４．管理技術者は、設計図書に定めのない事項について疑義が生じた場合、速やかに業務

担当員と協議するものとする。

５．管理技術者は契約図書において業務担当員の立会いの上、実施すると指定された事項

においては、あらかじめ別に定める立会願書（様式第１－４号）を業務担当員へ提出し

なければならない。

６．管理技術者は契約図書に示された履行段階及び測量業務計画書の打ち合わせ計画に基

づく打ち合わせを行う際には、あらかじめ別に定める段階確認願（様式第１－５号）を

業務担当員へ提出しなければならない。

支給材料１－12

受託者は、支給材料の受払い状況を記録した帳簿を備え付け、常にその残高を明らか

にしておかなければならない。また、受託者は業務完了時（完了前であっても業務工程

上、支給材料の精算が行えるものについてはその時点）に「支給品精算書」を業務担当

員に提出しなければならない。

１－13 測量業務計画書

１．受託者は、契約締結後15日以内に、測量業務計画書を作成し、業務担当員に提出しな

ければならない。

２．測量業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。なお、1-32

現場管理と安全確保、1-36個人情報の取扱い、1-37行政情報流出防止対策の強化に関す

る事項についても記載しなければならない。

(1) 測量業務概要 (2) 実施方針

(3) 工程表（作業実施計画表） (4) 使用する主要機器

(5) 業務組織計画（方法、編成及び作業員名簿）

(6) 打合せ計画 (7) 成果品の内容、部数

(8) 使用する主な図書及び基準 (9) 連絡体制（緊急時を含む）
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(10) その他必要事項

３．業務担当員が指示した事項については、受託者は更に詳細な、業務計画に係る資料を

提出しなければならない。

． 、 、 、４ 受託者は 測量業務計画書の重要な内容を変更する場合は 理由を明確にした上で

その都度、業務担当員に変更測量業務計画書を提出しなければならない。

５．受託者は、簡易な測量業務においては業務担当員の承諾を得て記載内容の一部を省略

することができる。

１－14 資料等の貸与及び返却

１．業務担当員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受託者に貸与するもの

とする。

２．受託者は、貸与された図面及びその他関係資料の必要がなくなった場合は、直ちに業

務担当員に返却するものとする。

． 、 、 。３ 受託者は 貸与された図面及びその他関係資料を丁寧に扱い 損傷させてはならない

万一、損傷させた場合は、受託者の責任と費用負担において修復の上、業務担当員が指

示した期日まで返却すること。

４．受託者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については、複写してはなら

ない。

１－15 関係官公庁への手続き等

１．受託者は、測量業務の実施に当たって、委託者が行う測量法に規定する公共測量に係

る諸手続き等及び関係官公庁等への手続きの際に協力しなければならない。また、受託

者は、測量業務を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合には、速

やかに行うものとする。

２．受託者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を業務担当員に報

告し協議するものとする。

１－16 地元関係者との交渉等

１．契約書第11条に定める、地元関係者への説明、交渉等は、委託者又は業務担当員が行

、 、 。うものとするが 業務担当員の指示がある場合は 受託者はこれに協力するものとする

これらの交渉に当たり、受託者は地元関係者に誠意をもって接しなければならない。

２．受託者は、測量業務の実施に当たって地元関係者からの質問、疑義に関する説明等を

求められた場合は、業務担当員の承諾を得てから行うものとし、地元関係者との間に紛

争が生じないよう努めなければならない。

３．受託者は、設計図書の定めまたは業務担当員の指示により、地元関係者への説明、交

渉等を行う場合は、交渉等の内容を書面により随時、業務担当員に報告し指示があれば

それに従うものとする。

４．受託者は、測量業務の実施中に委託者が地元協議等を行い、その結果を設計条件とし

て業務を実施する場合には、設計図書の定めるところにより、地元協議等に立会うとと
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もに、説明資料及び記録の作成を行うものとする。

５．受託者は、前項の地元協議により、既に作成した成果の内容を変更する必要を生じた

場合、業務担当員の指示に基づいて変更するものとする。

なお、変更に要する委託期間及び経費は、委託者と協議の上定めるものとする。

１－17 土地への立ち入り等

１．受託者は、屋外で行う測量業務を実施するため国有地、公有地または私有地に立ち入

る場合は、契約書第12条の定めに従って、業務担当員及び関係者と十分な協議を行い、

測量業務が円滑に進捗するように努めなければならない。なお、やむを得ない理由によ

り現地への立ち入りが不可能となった場合には、直ちに業務担当員に報告し指示を受け

なければならない。

２．受託者は、測量業務実施のため植物伐採、垣、柵等の除去または土地若しくは工作物

を一時使用する場合は、あらかじめ業務担当員に報告するものとし、報告を受けた業務

担当員は当該土地所有者及び占有者の承諾を得るものとする。なお、第三者の土地への

立ち入りについては、当該土地占有者の許可は、委託者が得るものとするが、業務担当

員の指示がある場合は、受託者はこれに協力しなければならない。

． 、 、３ 受託者は 前項の場合において生じた損失のため必要を生じた経費の負担については

設計図書に示す他に業務担当員と協議により定めるものとする。

４ 受託者は 第三者の土地への立ち入りに当たっては あらかじめ身分証明書交付願 様． 、 、 （

） 、 、式は任意とする を委託者に提出し身分証明書の交付を受け 現地立ち入りに際しては

これを常に携帯しなければならない。なお、受託者は、立ち入り作業終了後、10日以内

（休日等を除く）に身分証明書を委託者に返却しなければならない。

１－18 成果品の提出

１．受託者は、測量業務が完了した時、設計図書に示す成果品を実績報告書とともに提出

し、検査を受けるものとする。なお、成果品には、測量業務概要、委託期間、業務委託

、 、 （ 、 、 、 。）料 当該業務の目的・内容 受託者名 住所 電話番号 ＦＡＸ番号 担当者名を含む

が記載された書類を含むものとする。

２．受託者は、設計図書において電子納品を行うものと指定された業務については、北海

道建設部制定の「情報共有・電子納品運用ガイドライン【業務編 」に基づき実施しな】

ければならない。

３．受託者は、設計図書に定めがある場合、又は業務担当員の指示する場合で、同意した

場合は、委託期間途中においても成果品を部分引渡しするものとする。

４．受託者は、当該業務にて実施した照査の結果（照査記録）を、照査報告書としてとり

まとめの上提出できるものとする。なお、照査報告書の様式等については、受託者の任

意によるものとする。
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１－19 関係法令及び条例の遵守

受託者は、測量業務の実施に当たって、関連する諸法令及び条例等を遵守しなければ

ならない。

１－20 検 査

． 、 、 、１ 受託者は 契約書第30条第１項の規定に基づき 実績報告書を委託者に提出する際に

契約図書により義務付けられた資料の整備が全て完了し、業務担当員に提出していなけ

ればならない。

２．受託者は、設計図書において中間検査を行うものと指定された業務については、要綱

及び検査方法書に基づく中間検査を受けなければならない。なお、中間検査実施可能日

について、その14日前までに業務担当員に報告するものとする。

３．委託者は、測量業務の検査に先立って受託者に対して検査日を通知するものとする。

この場合において受託者は、検査に必要な書類及び資料等を整備するとともに、屋外で

行う検査においては、必要な人員及び機材を準備し、提供しなければならない。この場

合、検査に要する費用は受託者の負担とする。

４．検査員は、管理技術者の立会いの上、次の各号に掲げる検査を行うものとする。

(1) 測量業務成果品の検査

(2) 測量業務管理状況の検査

測量業務管理状況については、書類、記録及び写真等により検査を行う。

１－21 修 補

１．検査員は、修補の必要があると認めた場合、受託者に対して期限を定めて修補を指示

することができるものとする。ただし、その指示が受託者の責に帰すべきものでない場

合は、異議申し立てをできるものとする。

２．受託者は、修補を速やかに行わなければならない。

３．検査員が修補の指示をした場合において、受託者は、修補の完了の確認について検査

員の指示に従うものとする。

４．検査員が指示した期間内に修補が完了した場合に、委託者は、契約書第30条第２項の

規定に基づき検査の結果を受託者に通知するものとする。

１－22 条件変更

１．業務担当員が受託者に対して、測量業務内容の変更または設計図書の訂正（以下「測

量業務の変更」という ）の指示を行う場合は、書面によるものとする。。

２．受託者は、設計図書に明示されていない履行条件について、予期できない特別な状態

が生じた場合、直ちに書面をもってその旨を業務担当員に報告し、その確認を求めなけ

ればならない。なお、｢予期できない特別な状態｣とは、以下のものをいう。

(1) 1-17土地への立ち入り等 第１項に定める現地への立ち入りが不可能となった場合

(2) 天災その他の不可抗力による損害

(3) その他委託者と受託者が協議し、当該規定に適合すると判断した場合
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１－23 契約変更

１．委託者は、次の各号に掲げる場合において、測量業務の契約変更を行うものとする。

(1) 測量業務内容の変更により、契約金額に変更が生じる場合

(2) 委託期間の変更を行う場合

(3) 業務担当員と受託者が協議し、測量業務履行上必要があると認められた場合

(4) 契約書第29条の規定に基づき、契約金額の変更に代える設計図書の変更を行った

場合

２．委託者が、前項の場合において変更する契約図書は、次の各号に基づき作成するもの

とする。

(1) １－22 条件変更 の規定に基づき業務担当員が受託者に指示した事項

(2) 測量業務の一時中止に伴う増加費用及び委託期間の変更等決定済の事項

(3) その他委託者又は業務担当員と受託者の協議で決定された事項

１－24 委託期間の変更

１．委託者は、受託者に対して測量業務の変更の指示を行う場合において、委託期間変更

協議の対象であるか否かを併せて事前に通知するものとする。

２．委託者は、委託期間変更協議の対象であると確認された事項及び測量業務の一時中止

を指示した事項であっても、残委託期間及び残業務量等から委託期間の変更が必要でな

いと判断した場合には、委託期間変更を行わない旨の協議に代えることができる。

． 、 、 、３ 受託者は 契約書第21条の規定に基づき 委託期間の延長が必要と判断した場合には

委託期間の延長理由、必要とする延長日数の算定根拠、変更工程表その他必要な資料を

委託者に提出しなければならない。

４．契約書第22条の規定に基づき、委託者の請求により委託期間を短縮した場合、受託者

は、速やかに業務工程表を修正し提出しなければならない。

１－25 一時中止

契約書第19条第1項の規定により、次の各号に該当する場合において、委託者は、受託

者に書面を持って通知し、必要と認める期間、測量業務の全部または一部の履行につい

て一時中止させるものとする。

(1) 第三者の土地への立ち入り承諾が得られない場合

(2) 関連する他の業務等の進捗が遅れたため、測量業務の続行を不適当と認めた場合

(3) 環境問題等の発生により、測量業務の続行が不適当または不可能となった場合

(4) 天災等により測量の対象箇所の状態が変動した場合

(5) 第三者及びその財産、受託者、使用人並びに業務担当員の安全確保のため、必要

があると認めた場合

(6) 前号に掲げるほか、受託者が契約図書に違反し、または業務担当員の指示に従わ

ない等、業務担当員が必要と認めた場合

この場合において、受託者は測量業務の現場の保全について、業務担当員の指示に従

わなければならない。
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１－26 委託者の賠償責任

委託者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償を行わなければならない。

(1) 契約書第26条に規定する一般的損害、及び契約書第27条に規定する第三者に及ぼ

した損害について、委託者の責に帰すべきものとされた場合

(2) 委託者が契約に違反し、その違反により契約の履行が不可能となった場合

１－27 受託者の賠償責任等

受託者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償又は履行の追完を行わなければな

らない。

(1) 契約書第26条に規定する一般的損害、及び契約書第27条に規定する第三者に及ぼ

した損害について、受託者の責に帰すべきものとされた場合

(2) 契約書第39条に規定する契約不適合責任に係る損害

(3) 受託者の責により損害が生じた場合

１－28 部分使用

１．委託者は、次の各号に掲げる場合において、契約書第32条の規定に基づき、受託者に

対して成果品の部分又は一部の使用を請求することができるものとする。

(1) 別途設計業務等の用に供する必要がある場合

(2) その他特に必要と認められた場合

２．受託者は、部分使用に同意した場合、部分使用承諾書を委託者に提出するものとする。

１－29 再 委 託

１．契約書第６条第１項に規定する「主な部分」とは、測量業務における総合的企画、

業務遂行管理及び技術的判断をいい、受託者は、これを再委託することはできない。

２．受託者は、第３項に規定する業務以外の再委託に当たっては、委託者の承諾を得なけ

ればならない。

３．契約書第６条第３項ただし書きに規定する「軽微な部分」とは、コピー、印刷、製本

及び資料の収集・単純な集計をいい、受託者は、この部分の再委託に当たっては、委託

者の承諾を必要としない。

４．受託者は、測量業務の一部を再委託する場合は、再委託承諾願（様式第１－６号）を

業務担当員を経由し、委託者に提出しなければならない。

５．受託者は測量業務の一部を再委託する場合、書面により協力者との契約関係を明確に

しておくとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに測量業務を実施しなければ

ならない。なお、個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者に再委託することがな

いよう、受託者において必要な措置を講じなければならない。

６．協力者は、北海道が行う指名競争入札に関する指名停止期間中でない者、暴力団関係

事業者等（暴力団員及び暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他暴力団または

暴力団と密接な関係を有する事業者という。以下同じ ）でない者、または暴力団関係。

事業者等であること等の理由により、北海道が行う競争入札への参加を除外されていな
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い者でなければならない。

１－30 成果品の使用等

１．受託者は、当該業務により作成する成果品及びその他資料において、第三者の有する

著作権等を侵害してはならない。

２．受託者は、契約書第５条第５項の定めに従い、委託者の承諾を得て、単独または他の

者と共同で成果品を発表することができる。

３．受託者は、著作権、特許権その他第三者の権利の対象となっている測量方法等の使用

に関し、設計図書に明示がなく、その費用負担を契約書第７条に基づき委託者に求める

場合には、第三者と補償条件の交渉を行う前に委託者の承諾を受けなければならない。

１－31 守秘義務

１．受託者は、契約書第１条第５項の規定により、業務の実施過程で知り得た秘密を第三

者に漏らしてはならない。

２．受託者は、当該業務の結果（業務処理の過程において得られた記録等を含む ）を第。

三者に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、あらかじめ委託者の書

面による承諾を得たときはこの限りでない。

３．受託者は、当該業務に関して委託者から貸与された情報、その他知り得た情報を１－

１３ 測量業務計画書に示す測量業務計画書の業務組織計画に記載される者以外には秘

密とし、また、当該業務の遂行以外の目的に使用してはならない。

４．受託者は、当該業務に関して委託者から貸与された情報、その他知り得た情報を当該

業務の終了後においても第三者に漏らしてはならない。

５．取り扱う情報は、アクセス制限、パスワード管理により適切に管理するとともに、当

該業務のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、委託者の許可なく複製、転

送等しないこと。

６．受託者は、当該業務完了時に、業務の実施に必要な貸与資料（書面、電子媒体）につ

いて、委託者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。

７．受託者は、当該業務の遂行において貸与された委託者の情報の外部への漏えい若しく

は目的外利用が認められ、またはその恐れがある場合には、これを速やかに委託者に報

告するものとする。

１－32 現場管理と安全の確保

１．受託者は、使用人等の雇用条件、賃金の支払い状況、作業環境等を十分に把握し、適

正な労働条件を確保しなければならない。

２．受託者は、測量業務関係者だけでなく、付近住民、通行者、通行車両等の第三者の安

全確保に努めなければならない。

(1) 受託者は 「土木工事安全施工技術指針 （国土交通大臣官房技術審議官通達、 」

令和４年２月）を参考にして、常に測量の安全に留意し現場管理を行い、災害の防

止に努めなければならない。
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(2) 受託者は、測量業務現場に別途業務又は工事等が行われる場合は、相互協調し

て業務を遂行しなければならない。

(3) 受託者は、測量業務に当たり、施設等の管理者の許可なくして、流水及び水陸

交通の妨害、公衆の迷惑となるような行為、作業をしてはならない。

３．受託者は、必要に応じて所轄警察署、労働基準監督署、道路管理者、河川管理者、鉄

道管理者等の関係機関及び関係者と緊密な連絡を取り、測量業務中の安全を確保しなけ

ればならない。

４．受託者は、公安委員会が認定する検定合格警備員の配置を必要とする路線に係る測量

業務において、交通誘導警備員を配置する場合は、以下の各号の規定によらなければな

らない。

(1) 交通誘導警備業務を行う場所ごとに、交通誘導警備業務に係る一級検定合格警備

員又は二級検定合格警備員を１名以上配置しなければならない。

(2) 検定合格警備員であることを確認できる資料として、交通誘導警備業務に係る一

級又は二級検定合格証明書の写しを測量業務計画書に含めて業務担当員に提出しな

ければならない。

(3) 公安委員会が認定する検定合格警備員の配置を必要とする路線に係る測量業務に

おいて、やむを得ない理由により検定合格警備員を配置できない場合は、その理由

書を業務担当員に提出し、協議しなければならない。

５．受託者は、測量業務の実施に当たり、事故等が発生しないよう使用人等に安全教育の

徹底を図り、指導、監督に努めなければならない。

６．受託者は、安全の確保に努めるとともに、労働安全衛生法等関係法令に基づく措置を

講じておくものとする。

７．受託者は、災害予防のため、次の各号に掲げる事項を厳守しなければならない。

(1) 受託者は 「建設工事公衆災害防止対策要綱 （国土交通告示第496号 令和元年、 」

９月２日）を遵守して災害の防止に努めなければならない。

(2) 測量業務に伴い伐採した立木等を処分する場合には、関係法令を遵守するととも

に、関係官公署の指導に従い、必要な措置を講じなければならない。

(3) 受託者は、使用人等の喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁

止しなければならない。

(4) 受託者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周囲に火

気の使用を禁止する旨の標示を行い、周辺の整理に努めなければならない。

(5) 受託者は、測量業務現場に関係者以外の立ち入りを禁止する場合は、仮囲い、ロ

ープ等により囲うとともに、立ち入り禁止の標示をしなければならない。

８．受託者は、爆発物等の危険物を使用する必要がある場合には、関係法令を遵守すると

ともに、関係官公署の指導に従い、必要な措置を講じなければならない。

９．受託者は、測量業務の実施に当たって、豪雨、豪雪、出水、地震、落雷等の自然災害

に対して、常に被害を最小限にくい止めるための防災体制を確立しておかなければなら

。 、 。ない 災害発生時においては 第三者及び使用人等の安全確保に努めなければならない

10．受託者は、測量業務中に事故等が発生した場合は、直ちに業務担当員へ報告するとと

もに、業務担当員が指示する様式により、事故報告書を速やかに業務担当員に提出し、
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業務担当員から指示がある場合には、その指示に従わなければならない。

１－33 履行報告

受託者は、契約書第14条の規定に基づき、履行状況を別に定める様式（様式第１－１

号）に基づき作成し、業務担当員に提出するものとする。

１－34 使用単位

受託者は、計量法（平成４年法律第51号）の定めるところにより、使用する単位は国

際単位系（ＳＩ）とする。

１－35 暴力団員等による不当介入を受けた場合の対応

１．受託者は、暴力団員等による不当要求または業務妨害（以下「不当介入」という ）。

を 受けた場合は、断固としてこれを拒否しなければならない。

また、不当介入があった時点で速やかに警察に通報するとともに、捜査上必要な協力

を行わなければならない。

２．受託者は、前記により警察へ通報を行った際には、速やかにその内容を業務担当員に

報告しなければならない。

３．前記第1項及び第2項の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講

じる場合がある。

４．受託者は、暴力団員等による不当介入を受けたことにより、工程に遅れが生じる等の

被害が生じた場合は、業務担当員と協議するものとする。

１－36 個人情報の取扱い

１．受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、当該業務を処理するための個人情報の

取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関

する法律 平成15年法律第57号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 平（ ）、 （

成15年法律第58号 、行政手続きにおける特定の個人を識別する番号の利用等に関する）

法律（平成25年法律第27号）等関係法令に基づき、個人情報の漏えい、減失、改ざんま

たは棄損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなら

ない。

２．受託者は、当該業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、ま

たは不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、または解除された後におい

ても同様とする。

３．受託者は、委託者の指示または承諾があるときを除き、当該業務目的以外の目的のた

めに個人情報を自ら利用し、または提供してはならない。

４．受託者は、委託者から提供された個人情報が記録された資料を複写または複製する場

合は必要最小限度としなければならない。

５．受託者は、委託者の指示または承諾があるときを除き、個人情報については自ら取扱

うものとし、第三者にその取扱いを伴う事務を再委託してはならない。
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６．受託者は、当該業務のために住民票等の資料が必要な場合、原則、行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）により、

個人番号（以下「マイナンバー」という ）を取得することは制限されているため、マイ。

ナンバーが記載されていない書類を取得しなければならない。ただし、マイナンバーが

記載されていない書類を取得できない場合においては、書類の取得後、マイナンバーが

記載された部分にマスキング等を施し、その部分が読み取れないようにしなければなら

ない。

７．受託者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、または発生するおそれがあることを

知ったときは、速やかに委託者に報告し、適切な措置を講じなければならない。なお、

委託者の指示があった場合はこれに従うものとする。また、契約が終了し、または解除

された後においても同様とする。

８．受託者は、委託者からの貸与、若しくは受注者が収集又は作成した個人情報が記録さ

れた資料等を、当該業務の終了後又は解除後速やかに委託者に返却し、または引き渡さ

。 、 、 、なければならない ただし 委託者が 廃棄または消去など別の方法を指示したときは

当該指示に従うものとする。

． 、 。９ 委託者は 受託者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる

また、委託者は必要と認めるときは、受託者に対し個人情報の取扱い状況について報

告を求め、または検査することができる。

10．受託者は、当該業務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど、管理体制

を定め、1-13で示す測量業務計画書に記載するものとする。

11．受託者は、従事者に対し、在職中及び退職後においても当該業務により知り得た個人

情報の内容をみだりに第三者に知らせ、または不当な目的に使用してはならないことな

ど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。

１－37 行政情報流出防止対策の強化

１．受託者は、当該業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をと

り1-13で示す測量業務計画書に流出防止策を記載しなければならない。

２．受託者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければ

ならない。

(1) 行政情報の取り扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び委託者の

指示する事項を遵守するものとする。

(2) 受託者は、委託者の許可なく本業務の履行に関して取り扱う行政情報を、本業務

の目的以外に使用してはならない。

(3) 受託者は、受託者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及

、 、 （ 「 」び派遣労働者並びに取締役 相談役及び顧問 その他全ての従業員 以下 社員等

という ）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底を図るものとする。。

(4) 受託者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるもの

とする。

(5) 受託者は、委託者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託
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先業者に対し本規定に準じた行政情報の流出防止対策に関する確認を行うこと。

(6) 受託者は、本業務の履行に関し委託者から提供を受けた行政情報（委託者の許可

を得て複製した行政情報を含む。以下同じ ）については、本業務の実施完了後、。

または本業務の実施途中において委託者から返還を求められた場合、速やかに直接

委託者に返却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成した行政情

報についても同様とする。

(7) 受託者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責任を負う者（以下「情報管理責任

者」という ）を選任及び配置し、1-13で示す測量業務計画書に記載するものとす。

る。

(8) 受託者は次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。

(ｱ) 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策

(ｲ) 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策

(ｳ) 電子情報を移送する際のセキュリティ対策

(9) 受託者は、本業務の履行において、情報流出の原因につながる以下の行為をして

はならない。

(ｱ) 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用

(ｲ) セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用

(ｳ) セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存

(ｴ) セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送

(ｵ) 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送

(10) 受託者は、本業務の履行に関して取扱う行政情報について、何らかの事由により情

報流出事故にあった場合には、速やかに委託者に届け出るものとする。

(11) この場合において、速やかに事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置を

とり、事故の再発防止の措置を講ずるものとする。

(12) 委託者は、受託者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検

査確認を行う場合がある。
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様 式 一 覧 表

様 式 № 名 称 備 考 頁

第１－１号 委託業務月報 22

第１－２号 打ち合わせ簿 23

第１－３号 測量業務計画書 24

第１－３－１号 作業実施計画表 25

第１－３－２号 主要機器 26

第１－３－３号 作業の方法 27

第１－３－４号 作業編成 28

第１－３－５号 作業員名簿 29

第１－３－６号 トランシット検定証明書 30

第１－３－７号 光波測距儀検定証明書 31

第１－３－８号 レベル検定証明書 32

第１－３－９号 鋼巻尺検定証明書 33

第１－４号 立会願書 34

第１－５号 段階確認願 35

第１－６号 再委託承諾願 36

第１－７号 身分証明書交付願 54

第１－８号 承諾願 57

第１－９号 借用返納書 58
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様式第１－１号

委 託 業 務 月 報

業 務 名

受 託 者 名 進 先月まで ％ 出来高概要

管理技術者 捗 本月末 ％

主任担当員 率 計 ％

担 当 員

月 曜 天 予 定 実 績 備 考

日 日 候 業務、作業内容 変更実施内容予定どおり
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様式第１－２号

打 ち 合 わ せ 簿

［確認・指示・承諾・協議］

担当員
業 務 主 任

業 務 名 担当員 担当員

署 名

管 理 担当技
役職名

受託者名 技術者 術者等

署 名
協議年月日 令和 年 月 日

記載者 内 容

協

議

事

項

合

意

事

項

協議簿最終取交し日 令和 年 月 日 協議簿通し番号 №
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様式第１－３号

令和 年 月 日

（業務担当員氏名）

様

受託者住所

氏 名

測 量 業 務 計 画 書 の 提 出 に つ い て

標記について、次のとおり測量業務計画書を立案しましたので提出します。

１．業 務 名

２ 管理技術者氏名

３．測量業務概要 業務目的

調査箇所

内 容

工 期

４．実 施 方 針

５．工 程 表 別紙様式第１－３－１号（作業実施計画表）

６．使用する主要機器 別紙様式第１－３－２号（主要機器）

７．業務組織計画 別紙様式第１－３－３号（作業の方法）

別紙様式第１－３－４号（作業編成）

別紙様式第１－３－５号（作業員名簿）

８．打ち合わせ計画 第１回 令和 年 月 日

第２回 令和 年 月 日

第３回 令和 年 月 日

９．成果品の内容、部数

10．使用する主な図書及び基準

11．連絡体制（緊急時を含む）

12．そ の 他
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様式第１－３－１号

作 業 実 施 計 画 表

備 考
工 程 工 程

作業別 月 月 月 月
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様式第１－３－２号

主 要 機 器

作 業 別 機器の名称（仕様）番号 数 量 備 考
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様式第１－３－３号

作 業 の 方 法

作 業 別 作 業 の 方 法 等
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様式第１－３－４号

作 業 編 成

管理技術者及び 測量士又は測量士補登録番号 測量の 作 業
作 業 別 年 齢

作 業 責 任 者 及 び 登 録 年 月 日 経 験 員 数

（ ）管理技術者
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様式第１－３－５号

作 業 員 名 簿

測 量 士 ( 補 ) 登 録 番 号 測 量 士 ( 補 ) 登 録 番 号作業別 氏 名 年齢 作業別 氏 名 年齢

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №

№ №
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様式第１－３－６号

ト ラ ン シ ッ ト 検 定 証 明 書

令和 年 月 日

様

検定機関名

検定要領に基づいて、検定した結果は下記のとおりである。

器 種

検 定 年 月 日 令和 年 月 日

検 定 責 任 者

検 定 実 施 者

機 能 状 況

検 定 内 容

測定による

精 度 点 検

判 定

有 効 期 限 令和 年 月 日
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様式第１－３－７号

光 波 測 距 儀 検 定 証 明 書

令和 年 月 日

様

検定機関名

検定要領に基づいて、検定した結果は下記のとおりである。

器 種

検 定 年 月 日 令和 年 月 日

検 定 責 任 者

検 定 実 施 者

機 能 状 況

検 定 内 容

測定による

精 度 点 検

判 定

有 効 期 限 令和 年 月 日
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様式第１－３－８号

レ ベ ル 検 定 証 明 書

令和 年 月 日

様

検定機関名

検定要領に基づいて、検定した結果は下記のとおりである。

器 種

検 定 年 月 日 令和 年 月 日

検 定 責 任 者

検 定 実 施 者

機 能 状 況

検 定 内 容

測定による

精 度 点 検

判 定

有 効 期 限 令和 年 月 日
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様式第１－３－９号

鋼 巻 尺 検 定 証 明 書

令和 年 月 日

様

検定機関名

検定要領に基づいて、検定した結果は下記のとおりである。

巻尺の種類番号

検 定 年 月 日 令和 年 月 日

検 定 責 任 者

検 定 実 施 者

比 較 基 線 場

定 数 成 果

検 定 時 の 鋼 巻 尺 の 状 態

備 考

有 効 期 限 令和 年 月 日
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様式第１－４号

立 会 願 書

令和 年 月 日

（業務担当員） 様

（受託者名）

管理技術者名

下記項目について、立会をお願いします。

業 務 名

項 目 内 容

希 望 日 時 令和 年 月 日 時

令和 年 月 日

上記の立会いについて、以下のとおり実施します。

業務担当員 主任担当員

担 当 員

実施日時 令和 年 月 日 時から 実施者名

（主 旨）

本様式は、設計図書において受託者が業務担当員の立会の必要がある場合に、業務担当員に

提出するものである。

注 １ 本様式は管理技術者が保管することとし、業務担当員はその写しを受け取ること。

２ 立会いの内容については、打ち合わせ簿にて明らかにすること。
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様式第１－５号

段 階 確 認 願 （第 回）

令和 年 月 日

（業務担当員） 様

（受託者名）

管理技術者

下記について、段階確認をお願いします。

記

段階確認の内容

業 務 名 実施希望日 令和 年 月 日

業 務 細 目 等 内 容 区域・測点等 呼 称 数量等 備 考

上記の段階確認について、以下のとおり実施します。

令和 年 月 日

業務担当員 主任担当員

担 当 員

実施日時 令和 年 月 日 時から 実施者名

実施場所 □作業現場、□（総合）振興局、□その他（実施場所）

実施方法 □臨 場、□机 上、□書面確認

必要書類

特記事項

（主 旨）

、 、 。本様式は 受託者が段階確認を受ける必要がある場合に 業務担当員に提出するものである

注 １ 該当する□内にレ点を記入すること。

２ 本様式は管理技術者が保管することとし、業務担当員はその写しを受け取ること。

３ 段階確認の結果及び指示事項については、打ち合わせ簿にて明らかにすること。
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様式第１－６号

水産林務部の土木工事に係る設計、測量、調査業務の再委託について

（ ）令和3年6月25日付け水林総第460号

別記第１号様式

年 月 日

再 委 託（変更等） 承 諾 願

（支出負担行為担当者） 様

受託者 住 所

氏 名

業務番号 第 号

業 務 名

業務委託料 円

上記の委託業務の一部について、委託契約約款第６条第３項の規定に基づき再委託したいの

で承諾願います。

記

１ 再委託者 住所

商号又

は名称

２ 再委託する業務

の範囲

３ 再委託する理由

及び必要性

４ 再委託金額 円

注：標題（変更等）は、変更等をしようとする時に記載する。
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１－38 測量法による手続き等
測量法による手続きは、下記のフローによって行うものとする。

測 量 計 画 機 関

技術的な相談（報告）
公 通 知 事業計画 作業規程準則
示

（法35条 長期計画・年度計画）
技術的な助言・情報提供（勧告）

(39)

(39) 法34条 制定
法14条1

国法14条3 承認申請
測量作業規程 国法33条1

土承認 法33条1
土 交

通閲覧・交付申請
使用する基本 大法28条1,2
測量成果 地 臣

法27条3・法28条
謄本・抄本の交付

理
北 設 計

提 出
院法36条

技術的な助言公共測量実施計画書
海 （公共測量の場合）

長提 出
法26・30条測量標及び測量成果

承認・情報提供使用承認申請書
道

積 算 北
海

知 道
発 注 地

方
技術的な相談 測

事 監督・検査 量

法42条1,2

部

成果検定(39)
保 管法14条3
閲 覧

公
(39)

納入及び検査 交 付
示

法14条2
法40条1
測量成果の提出

通 知

法41条1測量成果 測量成果の写し
測量成果の審査測量記録

結果公表(39) (39)
法21条2 法21条1 法37条3 通知永久標識設置

法41条2
関 位置通知書通 知 通 知
係

(39) (39)市
法23条2 法23条1区
通 知 移転等通町

知 法43条 測量成果の複製承認村 測量成果管理
(39) 法44条 測量成果の使用承認長
法21条3 (39)

標識の異状の通知 法26条 測量標の使用承認

公共測量の諸手続き
(39) 基本測量に関する規定の準用
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公 共 測 量 の 手 続 き

１．公共測量の手続き

国または公共団体が公共測量を実施する場合には、測量法（以下、法という）による

国土地理院長の承認を要するので、下記に留意して必要な手続きを行うものとする。

２．手続きの目的

イ 公共測量の測量成果の正確さの確保

ロ 当該測量に関して、適切な成果であるか否かの確認

ハ 測量成果の最善の利用

ニ 公共測量の測量成果を広く利用を計り、測量に重複を除き、その合理化を図る。

３．公共測量（法第５条 （測量法施行令第１条））

公共測量とは、国または公共団体が土地の測量に用する費用の全部、若しくは一部を

負担し若しくは補助して実施する測量で次に掲げる測量をいう。

イ 測量の面積が７㎞ （北海道は10㎞ ）以上の三角、地形、平面測量２ ２

ロ 測量の路線長が６㎞（北海道は10㎞）以上の多角測量

ハ 測量の路線長が10㎞以上の水準測量（縦断測量を含む）

ニ 基本測量または公共測量の基準点を２点以上使用する測量

４．書類の提出

書類の提出は、地方測量部長を経由して国土地理院長に提出する。

1 公共測量実施計画書（法第36条）

公共測量を実施するときは別紙様式－８により、公共測量実施計画書（正、副、

２部）を提出する。また、実施計画の変更を行う場合も同様公共測量変更実施計画

書を提出する。国土地理院長は技術的な助言を行う。

2 測量標及び測量成果の使用承認申請書（法第26、30）

基本測量の測量標及び測量成果を使用するときは、別紙様式－７により測量標及

び測量成果の使用承認申請書（正、副、２部）を提出し承認を得て使用することが

できる。

3 公共測量成果の提出（法第40条）

公共測量の成果を得た時は遅延なく、送付書（様式－９）を添えてその写しを２

部提出する。

（この場合、成果の見やすい所に実施計画承認番号を必ず明記する ）。
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１－39 測量法による手続きの書式
手続きの書式は、次によるものとする。なお、書式については一部変更となる場合がある

ため、手続き前に国土交通省国土地理院のホームページ等で必ず確認を行うこと。

1-39-1 公共測量の実施について（通知）

様式－１

文 書 番 号

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

北 海 道 知 事 様

測量計画機関の長

（総合振興局長等）

公共測量の実施について（通知）

○○市（町・村）内において、下記のとおり公共測量を実施しますので、測量法（昭和24年法

律第188号）第14条第 1 項・第39条の規定に基づき通知します。

記

１ 作業種類 公共測量（○○計画図作成）

２ 作業期間 令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日から

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日まで

３ 作業地域 ○○市○○地域

（○○郡○○町○○地域）

（○○郡○○町○○地域）
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1-39-2 公共測量の終了について（通知）

様式－２

文 書 番 号

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

北 海 道 知 事 様

測量計画機関の長

（総合振興局長等）

公共測量の終了について（通知）

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日付け○○第○○号で通知した公共測量（○○計画図作

成）は、○○月○○日終了しましたので、測量法（昭和24年法律第188号）第14条第 2 項・第39

条の規定に基づき通知します。
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1-39-3 永久標識の設置について（通知）

様式－３

文 書 番 号

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

様
国土交通省国土地理院長

北 海 道 知 事

測量計画機関の長

（総合振興局長等）

永久標識の設置について（通知）

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日付け○公発第○○号で助言を受けた公共測量の実施に

ともない別紙のとおり永久標識を設置したので、測量法第37条第 3 項の規定に基づき通知します。

（注）１．北海道知事宛の場合は、測量法第37条第 3 項を測量法第21条第 1 項・第39条とするこ

と。

２．測量法第40条による測量成果提出の際に設置位置通知書を添付することによって、国

土地理院への通知を省略することができる。

３．別紙には、「測量標設置位置通知書」を添付する。
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1-39-4 測量標設置位置通知書

様式－４
庁 者

は
管 有

又
所 所

置 日
月

設 年
号

識

書 番
類

標

知 種
目

通 地
称

置 俗
地

地

位 番
字

在

置

字

設 大
村

所

標 町
郡

量 市
道

測

称

点 名
号

○

番

○ 級
等
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1-39-5 測量標の移転・撤去及び廃棄について（知事への通知）

様式－５

文 書 番 号

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

北 海 道 知 事 様

測量計画機関の長

（総合振興局長等）

測量標の移転・撤去及び廃棄について（通知）

標記について、別紙のとおり実施しましたので、測量法（昭和24年法律第188号）第23条第 1

項・第39条の規定に基づき通知します。

なお、測量法第23条第 2 項の規定により関係市町村長に通知されるよう願います。

（注）１．別紙には、測量標の種類・移転・撤去・廃棄の区分を明記する。

２．移転したものは、新旧の所在地等が分かる内容とする。

３．様式は、測量標設置位置通知に準ずる。
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1-39-6 測量標の移転・撤去及び廃棄について（敷地所有者または占有者への通知）

様式－６

文 書 番 号

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

（敷地所有者または占有者） 様

測量計画機関の長

（総合振興局長等）

測量標の移転・撤去及び廃棄について（通知）

標記について、別紙のとおり実施しましたので、測量法（昭和24年法律第188号）第23条第 1

項・第39条の規定に基づき通知します。

（注）別紙は、都道府県知事に提出するものと同一内容のものとする。
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1-39-7 測量標・測量成果の使用承認申請書

様式－７

文 書 番 号

の 使 用 承 認 申 請 書
測 量 標

測量成果

測量法第 条の規定により下記のとおり承認申請いたします。
２６
３０

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

〒○○○－○○○○

申請者 住 所 北海道○○市○○丁目○○番○○号

氏 名 北海道○○総合振興局長 ○○ ○○

国土交通省国土地理院長 様

使用目的または当該測量 道路改築のための道路計画図作成

の種別

測 量 地 域 北海道○○郡○○町大字○○

使 用 期 間 令和 年(〇〇〇〇年) 月 日から令和 年(〇〇〇〇年)

月 日まで

① 基本測量 水準点・基準点
使 用 す る 測 量 成 果 の

種 類 及 び 内 容

① 測 量 精 度 北海道公共測量作業規程（作業規程の準則と同じ内容）

③ 使 用 方 法 標定点測量・簡易水準測量の与点として

別添付図に示すとおり②
使 用 す る 測 量 標 の

種 類 及 び 所 在

別添付図の点には簡易測量標を設置する②
使用する測量標の上方に

測標

等を設ける場合はその所在

① 完成図の縮尺及び名称

測 量 名 称 申請者と同じ

計 画 代 表 者 の 氏 名 〃

機関名 所 在 地 〃

名 称 未 定（発注済の場合は、受託会社名等を記載）
測 量 ①測量業者登録番号 〃
作 業 代 表 者 の 氏 名 〃
機関名 所 在 地 〃

① 成 果 入 手 年 月 日 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

令和 年（〇〇〇〇年） 月 日
公 共 測 量 実 施 計 画 書

提 出 年 月 日

備 業務担当員の所属・氏名・連絡先（住所・電話番号）等を記

考 載

記載要領 ① 法２６条に規定する申請の場合にのみ記載すること。

② 法３０条に規定する申請の場合にのみ記載すること。

③ 測量（地図編集等を含む）作業の方法を詳細に記載すること。
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1-39-8 公共測量実施計画書

様式－８

文 書 番 号

公 共 測 量 実 施 計 画 書

測量法第３６条の規定により下記のとおり計画書を提出します。

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

〒○○○－○○○○

所在地 北海道○○市○○丁目○○番○○号

測量計画機関 名 称 北海道○○総合振興局

代表者 総合振興局長 ○○ ○○

国土交通省国土地理院長 様

測 量 の 目 的 道路改築のための道路計画図作成

測 量 地 域 北海道○○郡○○町大字○○

作 業 量 基準点 ２級 ８点、３級 ５点

測 量 期 間 令和○○年(〇〇〇〇年)○月○日から令和○○年(〇〇〇〇年)

○月○日まで

測 量 精 度 北海道公共測量作業規程（作業規程の準則と同じ内容）

測 量 方 法 GNSS、トータルステーション

使 用 す る 測 量 成 果 の 基本測量 水準点・基準点（別添付図に示すとおり）

種 類 及 び 内 容 ○○町公共測量 水準点・基準点（ 〃 ）

基本測量成果入手年月日 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

測量に関する計画者氏名 ○○ ○○

及 び 測 量 士 登 録 番 号 測量士第０００００号（○○課○○係）

測 名 称

量 測量業者登録番号

作 代 表 者 の 氏 名 未 定

業 所 在 地

機 管理技術者氏名及び

関 測量士登録番号

書類提出年月日 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日
作業

承 認 年 月 日 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日
規程

承 認 番 号 国国地第〇〇号

令和 年（〇〇〇〇年） 月 日
測量標・測量成果の使用

承認申請書提出年月日

備 考 業務担当員の所属・氏名・連絡先（住所・電話番号）等を記載

記載要領 １ 測量地域欄は、別に地形図を用い、当該測量の測量成果及び当該測量において

使用する測量成果の位置関係等を表示すること。

２ 作業量欄は、当該測量の測量成果を記入すること。

３ 測量方法欄は、測量の方法、使用する主な機器等を具体的に記入すること。
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1-39-9 公共測量成果等の提出について

様式－９

文 書 番 号

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

国土交通省国土地理院長 様

測量計画機関の長

（総合振興局長等）

公共測量成果等の提出について

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日付け○公発第○○号で助言を受けた公共測量実施計画

書に基づく測量成果を得たので、測量法第40条第 1 項に基づき下記のとおり送付します。

記

成果品の名称 （縮尺または等級） 数 量

○○○○ ○○○ ○ 部

（注）成果品は、「承認・助言書」に記載された条件に従い提出すること。
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１－40 ｢規程｣による手続き等

１.受託者は、測量業務の実施に当たっては、委託者が行う測量法に規定する公共測量に

係る諸手続等、関係官公庁等への手続きの際に協力しなければならない。また、受託者

は、測量業務を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合は、速やか

に行うものとする。

２.受託者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を業務担当員に報

告し協議するものとする。

３.受託者は、測量法第十四条（実施の公示 、第二十一条（永久標識及び一時標識に関）

する通知 、第二十三条（永久標識及び一時標識の移転、撤去及び廃棄 、第三十七条） ）

（公共測量の表示等 、第四十条（測量成果の提出）等の届出に必要な資料を作成し業）

務担当員に提出しなければならない。また、規定第１５条に基づく測量成果の検定を行

、 、 。い 測量法第４０条に基づき 公共測量の測量成果を国土地理院に提出する作業を行う

1-40-1 測量業務計画書の作成要領

１．測量業務計画書（ 規程｣に基づく作業計画書）は業務担当員に提出するものとする。「

２．業務名・測量業務概要は、契約名及び契約量を項目別に記載する。

３．工期は、作業準備から完成予定日とする。

４．作業編成は、工程別の作業責任者及び総括責任者となる管理技術者の氏名・測量士登

録番号及び登録年月日・測量経験年数を記載する。

５．作業実施計画表は、工程別に準備から整理及び成果検定を含めて、バーチャートで示

す。

６．前記４、５において小規模で工期が極めて短期間で終わる作業の場合は、工程別とし

ない計画によることができる。ただし、作業内容が基準点測量・地形測量・応用測量等

にまたがる場合は、各測量ごとの作業編成・作業実施計画表とし、各測量ごとの作業責

任者を定める。

７．管理技術者は、測量士であり、かつ、高度な技術と十分な実務経験を有する者でなけ

ればならない。

８．作業実施計画表において、図面ごとの計画を必要とする場合は、作業別欄に図面名ま

たは図面番号を記載する。

９．主要機器で器械番号のあるものは記入し、仕様も記入する。

10．作業員の名簿には、管理技術者、作業責任者を省いた作業に関係する技術者の氏名・

年齢・測量士・士補登録番号を作業別または測量別に記載する。ただし、計画時より数

ヵ月後に着手する工程においては、業務担当者の承認を得て当該工程作業着手前に提出

することができる。

11．管理技術者は、業務担当員の承認を得て作業責任者を兼務することができる。

12．作業計画の内容に変更が生じ、その内容が重要な場合には、そのつど変更に関連する

ものについて変更計画書を提出する。

13．担当員が特に指示した事項については、さらに詳細な作業計画書を提出する。

14．承認は打ち合わせ簿により行うものとする。
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1-40-2 測量業務計画書の書式記載例

様式第１－３号（例）

令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

業務担当員 ○○ ○○ 様

受託者住所 ○○市○○条○○丁目○番地

氏 名 ○○○○測量株式会社

代表者 ○○ ○○

測 量 業 務 計 画 書 の 提 出 に つ い て

標記について、次のとおり測量業務計画書を立案しましたので提出します。

１．業 務 名 道道○○○○線 路線測量

２．管理技術者氏名 ○○ ○○

３．測 量 業 務 概 要 業務目的 道道○○○○線○○工事に伴う路線測量調査

調査箇所 ○○市○○町字○○

内 容 Ｌ＝１０００ｍ

工 期 令和○年(〇〇〇〇年)○月○日～令和○年(〇〇〇〇年)○月○日

４．実 施 方 針 平成○○年度に○○○○が実施した３級基準点を与点とし、業務担

当員の承諾を得た配点計画に基づき、トータルステーションにより地

上測量による作業を実施する。また、配点に当たっては、後続作業を

考慮し、なるべく将来とも基準点が残るように配点する。具体的作業

に当たっては、北海道公共測量作業規程及び測量調査設計業務等共通

仕様書に基づき、かつ、業務担当員と打合せを行いながら測量業務を

行う。

５．工 程 表 別紙

６．使用する主要機器 別紙

７．作 業 組 織 計 画 別紙

８．打ち合わせ計画 第１回 令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日（予定）

第２回 令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日（予定）

第３回 令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日（予定）

９．成果品の内容、部数 （別紙）

10．使用する主な図書及び基準 （別紙）

11．連絡体制（緊急時を含む） （別紙）

12．そ の 他 （別紙）
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様式第１－３－１号（例）

作 業 実 施 計 画 表

備 考
工 程 工 程

作業別 ９ 月 １０ 月 １１ 月 １２ 月

５ １２
標 定 点 設 置

対空標識設置
８ １２

（刺 針）

１３ ３０
撮 影

１ ９
現 地 調 査

１ ５
空中三角測量

６ １９
図 化

２０ ２
地形補足測量

３

２２ ３０
編 集

３１ ８
現 地 補 測

６ ２８
原 図 作 成

成 果 検 定 12月21日納品
２９ １０

様式第１－３－２号（例）

主 要 機 器

作 業 別 機器の名称（仕様）番号 数 量 備 考

ウイルドＴ２（№10125、10126） ２台

標 定 点 設 置 パッカード（00378、00379） ２台

自動レベル（測機舎B2№21405） １台

対空標識設置 ＴＳ等一式 ２組

エアロ コマンダー（880F J A5881） １機
撮 影

カメラRC-8（№1303、f=151.70㎜、23㎝×23 １台

㎝）

現 地 調 査 ＴＳ等一式 ４組

点刻器PUGI １台

空中三角測量 ステコメーター№11757 １台

電算機MELCOM910-30F １台

図 化 ステレオ プレッターA8 №4453、2068 ２台

地形補足測量 自動レベル（測機舎B2№21405） ＴＳ等一式 １組

現 地 補 測 ＴＳ等一式 ２組
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様式第１－３－３号（例）

作 業 の 方 法

作 業 別 作 業 の 方 法 等

２級トランシット・光波測距儀を使用する多角測量方式で行う。計算は電
標 定 点 設 置

子計算機

対空標識設置 標定点・既設基準点に化学合成板の標識を設置する。

撮 影 縮尺 １／６，０００カメラＲＣ８

現 地 調 査 １／１，０００引伸し空中写真を使用

簡易水準測量 ３級レベルを使用

空中三角測量 点刻器・ステレオコンパレーターを使用

図 化 ステレオプロッターＡ８メトログラフを使用

地形補足測量 標高点及び等高線の補足測量

編 集 図化素図を記号化し、編集素図を作成

現 地 補 測 重要な事項の表現の確認及び補足測量

原 図 作 成 ポリエステルフィルム（500番）にトレースする。

社 内 検 査 各工程ごとに実施し、精度管理表を作成

成 果 の 検 定 地形図・空中写真の検定を受ける。

様式第１－３－４号（例）

作 業 編 成

管理技術者及び 測量士または測量士補登録番号 測量の 作 業
作 業 別 年 齢

作 業 責 任 者 及 び 登 録 年 月 日 経 験 員 数

（管理技術 ○○ ○○ №21331 （S.26.10.18） 33年 55歳

者）

標定点設置 ○○ ○○ №35770 （S.33.12. 2） 26 48 4

〃 〃 〃 〃 2
対空標識設置

（刺 針）

撮 影 ○○ ○○ №42544 （S.38. 5.26） 22 44 3

現 地 調 査 ○○ ○○ №47-3540（S.47. 8.10） 16 34 4

空中三角測量 ○○ ○○ №46-1220（S.46.10.24） 14 36 2

図 化 〃 〃 〃 〃 4

地形補足測量 ○○ ○○ №37-1150（S.47. 9.15） 15 35 2

編 集 ○○ ○○ №47-354 （S.47. 8.10） 13 34 4

現 地 補 測 〃 〃 〃 〃 2

原 図 作 成 ○○ ○○ №37-1451（S.47.12.10） 12 33 2
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様式第１－３－５号（例）

作 業 員 名 簿

測 量 士 ( 補 ) 登 録 番 号 測 量 士 ( 補 ) 登 録 番 号作業別 氏 名 年齢 作業別 氏 名 年齢

標 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ 編 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

定 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

点 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

設 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ 集 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

置 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ 現 地 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

対 空 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

標 識 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ 補 測 №

設 置 № 原 図 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

撮 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ ○○ ○○ ○○ № ○○○○○

○○ ○○ ○○ № ○○○○○ 作 成 №

影 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

現 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

地 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

調 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

査 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

空 中 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

三 角 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

測 量 №

図 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

化 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

地 形 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

補 足 ○○ ○○ ○○ № ○○○○○ №

測 量 №
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1-40-3 工程管理

工程管理は、｢規程｣第12条によるものとする。

1-40-4 作業進度報告書の書式記載例

様式－10

令和○○年（〇〇〇〇年）○○月○○日

様

住 所 ○○市○○条○○丁目○番地
受託者

氏 名 ○○○○測量株式会社

代表者 ○○ ○○

令和○年(〇〇〇〇年)○月 期 作 業 進 度 報 告 書
前

後○

業務名 道道○○○線道路計画図作成業務

備 考
進 度 進 度

作 業 量
作業別 ○ 月 ○ 月 ○ 月 ○ 月

5 12

5 14標 定 点 設 置 １１点

100

8 12

8 15対空標識設置 １１点

100（刺 針）

13 30

16 30撮 影 8.0㎞2

100

1 9

1 8現 地 調 査 １４面

1006.0㎞2

1 5

3 6空中三角測量 ２コース

10013モデル

6 9
１４面図 化

26.0㎞

23 30
１４面地形補足測量

26.0㎞

1 10
１４面編 集

26.0㎞

（注）進度欄は上段に作業実施計画表の工程を記入し、下段に実施状況をバーチャートで表示す

る。
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1-40-5 身分証明書等

様式第１－７号

１．身分証明書交付願

身 分 証 明 書 交 付 願

令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

（支出負担行為担当者） 様

受託者 住所

氏名

業務番号

業 務 名

上記業務の実施に当たり、土地への立ち入りのため、 法第 条 の規定

に基づく身分証明書について、次のとおり交付願います。

記

氏 名 生年月日 作業名称 作 業 期 間 備 考
所 属

会社名 住 所

S . . ㈱ 基準点測 R . . R .～

量 .

注 １ 「所属」欄は、会社名及びその住所を記載すること。

２ 「作業期間」欄は、作業実施に必要な期間とする。

３ 顔写真の提出については、別途協議による。
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２．身分証明書

（表面）

第 号

身 分 証 明 書

（

住 所

所 属（会社名） 写

氏 名 真）

生年月日

上記の者は、北海道が行う公共事業のために、北海道からの委任に基づき、測量

または調査に従事する者であり、他人の土地に立ち入ることができるものであるこ

とを証明します。

事 業 名

作業地域

有効期限 自 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

至 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

発 行 日 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

発 行 者
印氏 名 北海道知事 □

（○○総合振興局（○○振興局））

（裏面）

本証を携帯し業務を行う者は、次のことを遵守しなければならない。

１ 業務を行うに当たっては、本証を携帯し、土地等の権利者から請求があったときは提示し

なければならない。

２ 業務で知り得た土地等の権利者の事情及び成果品の内容を他に漏らしてはならない。

３ 業務が土地等の権利者の財産に関するものであり、補償の基礎となることを理解し、正確か

つ良心的に行うことはもとより、権利者に不信の念を抱かせる言動は慎まなければならない。

４ 他人の土地に入ろうとする場合においては、あらかじめ当該土地の占有者にその旨を通知し

なければならない。ただし、あらかじめ通知することが困難である場合においては、この限り

ではない。

５ 宅地または垣、柵等で囲まれた土地に入ろうとする場合においては、立ち入りの際にあらか

じめその旨を当該土地の占有者に告げなければならない。

６ 日の出前及び日没後においては、占有者の承認があった場合を除き、土地に立ち入ってはな

らない。

７ 当該調査等に従事しなくなったときは、速やかに本証を発行者に返還すること。

８ 本証を紛失または毀損したときは、速やかに発行者に連絡すること。

９ 根拠法令 法第 条
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３．土地の立ち入りについてのお知らせ
（裏面）

○○（総合）振興局

お 願 い
このたび、当部が施行する○○工事のために必要な調査･測量を、次の日程で行いたくお知ら

せいたします。
つきましては、この工事の調査･測量にご協力をいただけますようお願い申し上げます。

また、調査･測量に伴い、あなたが所有されている土地に担当者を立ち入らせていただきたく、
重ねてご協力をお願い申し上げます。
なお、この通知に関しまして、ご不審な点やご質問等がございましたら、次の連絡先までお

問い合わせください。

記
１ 目 的（調査名）
２ 土地の所在地
３ 立ち入りの期間 自 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

至 令和 年（〇〇〇〇年） 月 日
４ 立 入 者 測量会社名

担当者名（職・氏名）
ＴＥＬ○○○－○○○－○○○○
（内線○○○）

５ 連 絡 先 当（総合）振興局の職員（所属・職・氏名）
ＴＥＬ○○○－○○○－○○○○
（内線○○○）

※業務内容により、通知文例が実態に合わない場合は、適宜変更して使用すること。

（表面）

郵 便 は が き

北 住

海 所

道

○

○
○

総
○ 合

振
○ 興

局
○ 長 様
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１－41 承諾願

様式第１－８号

令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

（業務担当員氏名）

様

受託者 住 所

氏 名

承 諾 願

業務名

上記業務について下記のとおり実施したいので承諾願います。

記

１．件 名

２．記 事

承諾する

年 月 日 （業務担当員氏名）
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１－42 借用返納書

様式第１－９号

令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

（業務担当員氏名）

様

受託者 住 所

氏 名

書
借 用

返 納

資料を下記のとおり します。
借 用

返 納

記

品 名 単位 数量 借用期間 借用責任者名 備 考

（注）本表の提出部数は１部とする。

※ 契約書第15条に基づく貸与品等については、本様式によらず 「北海道水産林務部測量調査、

設計等委託業務担当要領の運用について（平成14年7月4日付け水林総第1098号 」で定める）

様式によるものとする。詳細については、業務担当員の指示によること。
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１－43 特定外来生物（植物）について

１．事前調査

受託者は、委託業務区域に生育している特定外来生物（植物）を生きたままの状態で

飼養、栽培、運搬、保管等を行う場合は、事前に特定外来生物（植物）の生育状況を調

査し、その内容について、業務担当員へ報告すること。

なお、特定外来生物の同定方法については、環境省のホームページから参照のこと。

出典： 特定外来生物 同定マニュアル （環境省）「 」

（http://www.env.go.jp/nature/intro/2outline/manual/10hp_shokubutsu.pdf）

北海道内で確認されている特定外来生物（植物）の種は下記のとおりである （令和。

３年４月時点）

種名：オオハンゴンソウ、オオキンケイギク、アレチウリ、オオフサモ

２．防除計画書

（ ） 、 、特定外来生物 植物 が確認された場合は 業務処理計画書に防除計画書を添付の上

業務担当員に提出すること。記載内容は下記によること。

（１）平面図

・図面に生育範囲、集積箇所等を記載する。

（２）写真

・生育状況

（３）防除方法

・運搬方法、仮置場の管理方法、処分方法等を記載する。

（４）地域住民への周知

・看板の記載内容と設置位置等を記載する。

（５）特定外来生物防除従事者

・防除作業にあたっては、防除従事者証を携帯し、従事者以外の作業員には作業

させない旨を記載する。

（６）運搬経路図

・発生場所から搬出先までの経路を記載する。

３．特定外来生物（植物）の防除

特定外来生物（植物）の防除にあたっては 「特定外来生物による生態系等に係る被、

害の防止に関する法律」を遵守し下記のとおり行うこと。

（１）対象となる範囲

・生きている特定外来生物（植物）の個体及び種子、根の器官を運搬すること。

（２）地域住民への周知

・ 防除」の実施にあたっては、地域住民等へ周知するため、事前に看板を設置「

すること。
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（３）特定外来生物防除従事者証

・受託者は、特定外来生物（植物）の防除を行う場合、作業に着手する前に防除

従事者証の交付を受けること。

・防除作業に従事する者は、発注者から従事者証の交付を受け、防除作業に従事

するときに携帯すること。

・防除作業が完了したときは、速やかに従事者証を発注者に返還すること。

（４）作業における留意事項

・防除作業については、業務担当員と十分協議し指示によること。なお、設計変

更が生じる場合は別途協議するものとする。

ア.除草・集草時

・刈草が周辺に飛散しないよう注意して行うこと。

・集草時は、特定外来生物（植物）と通常の植物を区分して取扱うこと。

・現場内外において仮置きする場合には 「育つことが出来ない」状態とす、

ることとし、周囲へのシート等により飛散防止措置を講じること。

イ.生きている個体、種子、根の器官を搬出する場合

・搬出先には、特定外来生物（植物）を含む刈草であることを通知し、適切

な処分が可能か確認すること。また、特定外来生物（植物）を含む廃棄物

の適切な処分が可能な処分場へ搬出するものとし、運搬作業においては、

シート等により飛散防止措置を講じること。

・処理方法については、設計図書によること。

１－44 三次元点群測量

１．ＩＣＴを活用した三次元点群測量を行う場合は、下記基準に基づき実施する。

(1)ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案） （平成29年3月）

(2)ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案 （平成30年3月））

(3)地上レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案） （平成30年3月）

． 、 。 、２ 受託者は 具体的な測量内容及び対象範囲を業務担当員と協議するものとする また

実施内容等については業務計画書に記載するものとする。

３．受託者は、三次元点群測量に使用する機器類を調達すること。

４．受託者は、使用する三次元点群測量機器に入力されたデータ一式を業務担当員に提出

すること。

５．受託者は、アンケート調査等を実施する場合は、これに協力すること。

６．受託者は、設計図書に定めのない事項について、業務担当員と協議するものとする。
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２ 漁場部門
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２ 漁場部門
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２ 漁場部門

２－１ 通 則

2-1-1 業務計画書

１．受託者は、１－13 測量業務計画書 に基づき測量業務計画書を業務担当員に提出しな

ければならない。

２．漁場部門における測量業務計画書に記載すべき事項については、１－13 測量業務計画

書 第２項に定めるほかに下記事項を追加して作成、提出しなければならない。

(1) 主要機器・主要船舶・機械

(2) 施設（検潮所・試験室等）

(3) 安全管理

(4) 環境保全対策

2-1-2 基準面

調査業務に用いる基準面は、設計図書の定めによるものとする。

2-1-3 業務管理

１．受託者は、設計図書に適合するように十分な業務管理を行い調査業務を実施するもの

とする。

２．受託者は、当該調査業務の現場と隣接または区域を同じくする他の調査設計業務若し

くは工事と、常に相互協調して調査業務を行うものとする。

３．受託者は、調査業務の実施状況を適切な写真管理により記録するものとする。

４．受託者は、調査業務に関連して独自に試験研究を行う場合、業務担当員に具体的な試

験研究項目、内容並びに成果の発表方法について事前に承諾を得るものとする。

５．受託者は、潜水業務を伴う場合、安全な潜水作業と的確な施工を確保するように潜水

士を配置するものとする。

６．受託者は、調査業務が完了した場合、調査業務のために配置した施設、機器等を速や

かに撤去するものとする。

2-1-4 安全管理

１．受託者は、常に作業の安全に留意して事故及び災害の防止に努めるものとする。

２．受託者は、調査業務における作業の安全確保のため次の事項を行うものとする。

(1) 気象・海象状況等に関して、常時注意を払うものとする。

(2) 作業時に危険を予知した場合は、ただちに作業を中止し、使用人等を安全な場所

に避難させるものとする。

(3) 異常箇所の点検、原因の調査等を行う場合は、二次災害防止のための応急措置を

行った後、注意して行うものとする。

３．受託者は、事故及び災害が発生した場合、応急処置を講じるとともに、ただちに業務

担当員及び関係官公庁に報告するものとする。

４．受託者は、海上若しくは海中に調査用機器等を配置する場合、事故防止のため浮標灯
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等を設計図書の定めにより設けるものとする。

５．受託者は、次の場合、航行船舶に十分注意し、見張り等を強化するなど事故防止に努

めるものとする。

(1) 調査用作業船等が船舶の輻輳している区域を航行する場合

(2) 作業区域への船舶の進入が予想される場合

なお、設計図書に作業時間帯の定めのある場合は、それに従うものとする。

６．受託者は、船舶の航行または漁業の操業に支障をきたす恐れのある物体を海中に落と

した場合、ただちに、その物体を取り除くものとする。なお、ただちに取り除けない場

合は、ただちに標識を設置して危険個所を明示し、業務担当員及び関係官公庁に報告す

るものとする。

７．受託者は、作業船舶・機械が故障した場合、安全の確保に必要な措置を講じるものと

する。なお、故障により二次災害を招く恐れがある場合は、ただちに応急の措置を講じ

るとともに業務担当員及び関係官公庁に報告するものとする。

８．受託者は、作業中に機雷、爆弾等の爆発物を発見又は拾得した場合、業務担当員及び

関係官公庁へただちに報告し、指示を受けるものとする。

９．受託者は、残存爆発物があると予測される区域で調査業務を行う場合、その業務に従

事する作業船及びその乗組員並びに機械等及びその作業員について設計図書の定めると

ころにより、水雷保険、傷害保険及び動産総合保険を付保するものとする。

2-1-5 環境保全

１．受託者は、環境保全のため、関係法令及び条例を遵守し、業務の遂行により発生する

恐れのある騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の防止対策を業務計画及び調査業務の実

施段階の各々で検討・実施するものとする。

２．受託者は、業務遂行中に環境が阻害される恐れが生じ又は発生した場合、ただちに応

急措置を講じ、業務担当員に報告するものとする。また、受託者は、必要な環境保全対

策を立て業務担当員の承諾を得て、又は業務担当員の指示に基づいて環境の保全に努め

るものとする。

３．受託者は、業務に使用する作業船等から発生した廃油等を｢海洋汚染及び海上災害の防

止に関する法律｣に基づき適切な措置をとるものとする。

４．受託者は、海中に調査用資材等が落下しないよう措置を講じるものとする。また、調

査の残材等を海中に投棄してはならない。落下物が生じた場合は、受託者は自らの負担

で撤去し、処理するものとする。

２－２ 深浅測量

2-2-1 適用の範囲

本節は、深浅測量に関する一般的事項を取扱うものとする。

2-2-2 目 的

深浅測量は、陸上部の地形及び海底地形など、水深・地形を測定することによって、



Ⅰ測量 - 65

漁場施設の施設計画の基礎資料を作成するものである。

2-2-3 測量準備

１．踏 査

受託者は、設計図書に基づいて参考資料図書等を整備し、現地踏査の上地形に即応し

た作業方法を選定し、業務担当員と協議するものとする。

２．設 標

受託者は、設計図書に基づいて海岸線決定あるいは海上位置決定のための標識を設置

するものとする。

2-2-4 測量基準

１．基準点測量

受託者は、測量に用いる基準点として、国土交通省各地方整備局または海上保安庁海

洋情報部（以下｢海洋情報部｣という。）等の既設点を用いるものとする。

なお、既設点が使用できない場合は、次の方法により必要な基準点を決定するものと

する。

(1) 主要基準点は、国土地理院の三角点、多角点、電子基準点及び公共測量に基づく

三角点及び多角点を基準として用いるものとする。

(2) 深浅測量に必要な補助基準点は、主要基準点を基準とするものとする。

(3) 主要基準点の測定は、三角測量、多角測量又はＧＮＳＳ測量によるものとする。

また、補助基準点の測定は、三角測量、多角測量、ＧＮＳＳ測量、又は前方交会法

若しくは後方交会法によるものとする。ただし、後方交会法の場合は、主要基準点

からの位置の線を併用するものとする。なお、主要基準点及び補助基準点に使用す

る標識は、９ 測量標 に基づくものとする。

(4) 三角測量の辺長計算は、２個以上の三角形を使用するものとするか又は既知辺を

含む三角形で計算するものとする。算出した辺長を用いて座標計算を行うものとす

る。なお、座標値の較差は、次のとおりとする。

主要基準点 ： 30㎝以内

補助基準点 ： 50㎝以内

(5) 多角測量は、節点に既知点を含むものとし、座標計算を行うものとする。なお、

座標値の閉合差は、次のとおりとする。

主要基準点 ： 30㎝以内

補助基準点 ： 50㎝以内

ここで、ｎ：多角辺の数

(6) ＧＮＳＳ測量の観測方法は、２点の同時観測による干渉法とし、既知点に結合す

るように行い、座標計算するものとする。なお、座標値の標準偏差は、次のとおり

とする。

主要基準点 ： 15㎝以内

補助基準点 ： 25㎝以内

(7) 交会法の座標計算は、３か所以上の基準点を用いて行うものとする。なお、座標

値の較差は、次のとおりとする。
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主要基準点 ： 30㎝以内

補助基準点 ： 50㎝以内

(8) 測量機器は、必要な精度を考慮して選定するものとする。

２．汀線測量

(1) 水準測量

水準測量は、測量区域近傍に水準点がなく、国家水準点より主要な基準点の標高

を求めるものとする。測量精度は、公共測量作業規定による４級水準測量の許容範

囲（往復観測値の較差：20㎜√ｓ、環閉合差：20㎜√ｓ、ｓは片道観測距離㎞）と

する。

(2) 縦断測量

縦断測量は、主要基準点及び補助基準点について往復水準測量を行うものとする。

(3) 横断測量

横縦断測量は、主要基準点及び補助基準点を基準として汀線にほぼ直角方向へ10

ｍ間隔に最低水面まで水準測量を行うものとする。ただし、著しく地形が変化して

いる箇所は、前記間隔以内とする。

３．検 潮

(1) 受託者は、設計図書に定める既設の検潮所を使用して、検潮するものとする。

(2) 受託者は、検潮所の新設を行う場合、設計図書に定める検潮器の設置位置、機種

及び方法により検潮するものとする。

(3) 受託者は、次により検潮するものとする。

(ｱ) 検潮記録を利用する場合は、機器の作動状況、基準面等を調査するものとす

る。

(ｲ) 検潮記録の縮率、潮高伝達の遅れ等に起因する潮高の誤差は、検潮器と副標

との比較観測（相次ぐ高低潮を含む連続観測を２回以上）によって、これを求

め、補正するものとする。

(ｳ) 検潮器の自記ペンの示す時刻の遅速及び副標との潮高比較を１日１回以上観

測して記録する。

(4) 受託者は、設計図書の定めにより検潮基準面と基本水準標との高低差を求めるた

めの水準測量を行うものとする。

(ｱ) Ｔ．Ｐ．との関係を求める場合は、使用したＧ．Ｓ．Ｂ．Ｍの公表平均成果

年度を明記する。

(ｲ) 水準測量成果図には関係する各固定点間の高低差値を明記する。

(5) 深浅測量を実施する際に既設の検潮所がない場合は、簡易検潮器あるいは量水標

を必要に応じて設置し、潮位観測を行うものとする。簡易検潮器あるいは量水標の

検潮基準面を既設ＢＭより水準測量を行い求めるものとする。

４．最低水面及び平均水面

受託者は、最低水面又は平均水面を示す値が存在しないか又は存在してもその値の確

認が必要な場合（地盤変動等により基本水準標の標高が不確定と思われる場合等）には、

長期間にわたって観測を行っている測量地に近い検潮所（基準検潮所）と測量地検潮所

との一定の期間の平均水面と比較して測量地検潮所の平均水面を求め、この面から海上

保安庁ホームページ(http://www.kaiho.mlit.go.jp)に掲げられたＺ０区分帯によるＺ０
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を減じた面を最低水面とするものとする。

ＤＬ ＝Ａ０’－ Ｚ０

Ａ０’＝Ａ１’＋（Ａ０－Ａ１）

ここで ＤＬ ： 最低水面

Ａ０ ： 基準検潮所の平均水面

Ａ０’ ： 測量地検潮所の平均水面

Ａ１ ： 基準検潮所の短期平均水面

Ａ１’ ： 測量地検潮所の短期平均水面

Ｚ０ ： 平均水面から最低水面までの値

2-2-5 水深測量

１．受託者は、設計図書に定める区域について水深測量を行うものとする。

２．海上測位

(1) 受託者は、設計図書の定めにより測量船の誘導及び海上測位を行うものとする。

(2) 受注者は、海上位置測量に使用する機器は衛星測位機等とし、海上測位位置の精

度は、特級水域では±２ｍ、１ａ級水域及び１ｂ級水域では±５ｍを確保できるも

のを使用しなければならない。

なお、水域の区分は海上保安庁告示第102号別表第一によるものとする。

(3) 受託者は、海上測位位置の線の交角を30°～150°の範囲内に収めるものとする。

(4) 受託者は、法面勾配確認を行う場合、法肩又は法尻法線に直角に測定するものと

する。

３．測 深

(1) 測深機器

受託者は、音響測深機により測深を行うものとし、使用する音響測深機は、表２

－１ 音響測深機の性能（水深100ｍ以浅） に示す性能以上のものとする。

なお、設計図書に定めがなく、表２－１に示す性能以上の音響測深機により難い

場合は、測量に先立ち業務担当員に測深方法の承諾を得るものとする。
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表２－１ 音響測深の性能（水深100ｍ以浅）

項 目 性 能

シングルビーム音響測深機（多素子音響測深機を含む）

仮定音速度 1500ｍ／ｓ

発振周波数 90～230 KHz（水深31ｍ未満）

30～230 KHz（水深31ｍ～100ｍ）

送受波器の指向角 半減半角８°以下

紙送り速度 20㎜／min以上

最小目盛 0.2ｍ以下

スワス音響測深機（マルチビーム）

仮定音速度 1500ｍ／ｓ

発振周波数 200 KHz 以上

レンジ分解能 ５㎝以下

測深ビーム方式 ミルズクロス方式

測深ビーム幅 2度以下×2度以下

スワス音響測深機（インターフェロトリ）

発振周波数 100～500KHz

レンジ分解能 ５㎝以下

仮定音速度 1500ｍ／ｓ

受信素子数 4個以上

※スワス音響測深機は、マルチビーム音響測深機及び位相差式（ｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾒﾄﾘ）音響

測深機（受信素子数が4個以上のものに限る。）で船体に固定して使用するものを

いう。

(2) 測深及び水深改正

(ｱ) 受託者は、音響測深法によって得られた水深値について、潮位、音速度、吃

水等により諸改正を行うものとする。

(ｲ) 受託者は、測深記録を0.1ｍまで読み取るものとする。

(ｳ) 受託者は、音響測深機の機械的誤差及び水中音波速度の変化等による改正量

をバーチェック法若しくは音速度計により求めるものとする。ただし、これら

によれない場合は、水温、塩分等の測定を行って海水中の音速度を算出するも

のとする。バーチェック法以外の方法による場合でも吃水の確認は行わなけれ

ばならない。

(ｴ) 受託者は、バーチェック法等による水中音速度の測定を１日１回、測深海域

の最深部で行うものとする。ただし、アナログ記録で処理する時は、音響測深

機のベルト及びペンの調整又はそれらの交換を行った場合は、その都度、バー

チェックを行うものとする。

(ｵ) 受託者は、バーチェック法による場合は、バーを深度30ｍまでは２ｍごと、

30ｍ以深は５ｍごとに行い、上げ下げの平均値から改正値を求めるものとする。

(3) 作業条件

受託者は、海面が平穏で視界が良好な作業条件で測深作業を行うものとする。
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2-2-6 測深間隔

受託者は、設計図書に定める測深間隔で測深するものとする。

2-2-7 測量結果の整理及び解析

受託者は、設計図書の定めにより観測記録の整理及び解析を行うものとする。

2-2-8 成果品

１．受託者は、設計図書に定めのある場合、成果品の種類、体裁、提出部数及びその他必

要事項は、その定めによるものとする。

２．受託者は、次に掲げる内容を記載した報告書、測深図を作成し、資料とともに業務担

当員に提出するものとする。

(1) 報告書

(ｱ) 件 名

(ｲ) 測量箇所

(ｳ) 測量期間

(ｴ) 測量区域図

(ｵ) 測量機器

(ｶ) 測定方法

(ｷ) 地形解析結果

(ｸ) 測量結果と考察

(2) 図 面

測深図（原図）

(3) 資 料

(ｱ) 航跡図（原図）

(ｲ) 測定帳簿（測角簿、測距簿、測深簿、測深誘導簿、検潮簿、基準点計算簿）

(ｳ) 測定記録（音響測深記録、電波又はＧＮＳＳ測位記録、検潮記録）

2-2-9 照 査

１．受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。

(1) 調査方針及び調査内容の適切性

(2) 測定記録と計算結果の整合性

(3) 測定記録と図面表現の整合性

(4) 既存資料、計画資料等との整合性

(5) 成果品の適切性

２－３ 水路測量

2-3-1 適用の範囲

本節は、水路測量及びこれに準ずる測量に関する一般的事項を取り扱うものとする。
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2-3-2 目的

測量準備は、2-2-3 測量準備を適用する。

2-3-3 基準点測量

１．基準点測量は、2-2-4基準点測量を適用するものとする。

２．最低水面及び平均水面は、2-2-4 測量基準 ３．検潮 ４．最低水面及び平均水面を適用

するものとする。

2-3-4 検潮等

検潮等は、2-2-4 測量基準 ３．検潮を適用するものとする。

2-3-5 水深測量

水深測量は、2-2-5 水深測量を適用するものとする。

2-3-6 測深及び水深改正

１．測深及び水深改正は、次に示す事項のほか、2-2-5 水深測量 ３．測 深(2) 測深及び水

深改正を適用する。

(1)受注者は、直下測深値を採用しなければならない。

ただし、斜測深の斜角度が５゜以内の場合は、斜測深の測深値を採用することができ

るものとする。

(2)受注者は、音波のカバーする範囲を拡大するため斜測深を使用することができるもの

とする。その場合送受波器の斜角度は20゜を超えてはならない。

(3)受注者は、法面勾配確認を行う場合、法肩又は法尻法線に直角に測定するものとする。

(4)受注者は、斜測深の記録上、掘下げ水深より浅い箇所のある傾向を認めた場合は、直

下測深により再度測深しなければならない。

２．作業条件は、2-2-5 水深測量 ３．測深(3) 作業条件を適用するものとする。

３．音響測深の異常記録

受注者は、音響測深記録上で付近の海底より突起しているもの又は、濃度が異なるもの（以

下これらを「異常記録」という。）がある場合、次の措置を講じなければならない。

(1)異常記録が浮遊物、機械的雑音又は、海底突起物であるかを確認するため、再度測深

するものとする。

(2)異常記録が海底突起物の場合は、最浅部の水深と位置を測定し、レッドにより硬軟を

判別するものとする。

(3)海底から突起していないが、濃度が異なる場合は、その位置を測定し、レッドにより

硬軟を判別するものとする。

(4)次の各号に該当する場合は、再測、判別等の処理を省略できるものとする。

イ）比高が0.5ｍ以下のもの。

ロ）局所的な凹部に存在し、その水深が周囲の海底より深いもの。

2-3-7 測深及び水深改正

１．受注者は、水域の区分毎に、表２－２ 未測深幅に示す未測深幅を満足するように測深線
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間隔をとらなければならない

表２－２ 未測深幅

水域の区分 使用機器 未測深幅の上限

底質が砂又は泥質の場合 底質が岩盤質の場合

特 級 多素子音響測深機又は ０ｍ

スワス音響測深機

単素子音響測深機 ２ｍ

一ａ級 多素子音響測深機 ３ｍ

（素子数が2つのものに３ｍ限る。）

その他の機器 ６ｍ

一b級 単素子音響測深機 ８ｍ

航路泊地及び 多素子音響測深機 左記の1/2

その周辺 （素子数が2つのものに １２ｍ

３ｍ限る。）

その他の機器 ２５ｍ

その他水域 全ての機器 50ｍ又は水深の3

倍のうち大きい値

「航路、泊地及びその付近」とは次の水域をいう。水路測量における測定又は調査の方法に関す

る告示（平成14年4月1日海上保安庁告示第102号）

①別表第一｢水域区分特級｣の｢水域一号から四号｣のいずれかに該当する水域。

②係留施設（岸壁、係船浮標、係船くい、桟橋、浮桟橋、物揚場及び船揚場、シーバース）の

前面及びその付近。

「その他の機器」は、多素子音響測深機（２素子以外）、スワス音響測深機又はレーザー測深

機（１ｂ級に限る。）

２．受注者は、構造物、障害物等の撤去跡の測量の場合、撤去されたことを確認できる測深線

間隔を設定しなければならない。

３．受注者は、係船岸前面を測量する場合、防舷材前面から30ｍ又は着岸最大船舶の船幅の1.

5倍のうち広い範囲まで行うものとし、未測深幅を防舷材前面から1ｍ以内となるように測

深しなければならない。

４．受注者は、測深結果から判断して業務担当員が最浅部の確認が必要と認めた場合、さらに

密に測深をしなければならない。

５．受注者は、測量船の蛇行のため未測深幅が「表2－2 未測深幅」の規定量を超えた場合、

再度測量しなければならない。

2-3-8 水深測量

水深測量は、7-2-5 水深測量を適用するものとする。
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2-3-9 測量結果の整理及び解析

１．受注者は、特記仕様書の定めにより測量結果を次に示す項目で整理及び解析を行うもの

とする。なお、これによらない場合は測量に先立って業務担当員の承諾を得なければな

らない。

(1)航跡図の整理

受注者は、10㎝間隔の格子点、水深測量に必要な基準点、海上測位点及び測深線を

記入した航跡図を作成しなければならない。

①海上測位点は、｢・｣又は「○」で示し、実線で結ぶものとする。

②海上測位点の記入誤差は、0.5㎜以内とする。

③航跡図の縮尺は、測深図と同一とする。

(2)水深測定資料の整理

①受注者は、図面及び特記仕様書に定める水深線を音響測深記録紙上に引き、浅所

又は深所の有無を確認しなければならない。なお、浅所が確認された場合は、調

査職員に通知しなければならない。

②受注者は、浅い水深を優先に記録の読みとりを行わなければならない。なお、読

みとり間隔は、航跡図上10㎜ごととする。

③受注者は、掘り下げ境界の海底地形を明確に把握できるよう掘り下げ区域の周辺

の水深を密に読みとらなければならない。

(3)地形解析

受注者は、測深図に基づき等深線を描画し、底質判別資料と対比して地形解析を行

わなければならない。

(4)測深図

①受注者は、特記仕様書に定める縮尺の図面を作成しなければならない。

②受注者は、原則、メルカトル図法により作図しなければならない。

③受注者は、測深海域周辺の基準点を記入し、経緯度値及び平面直角座標系座標値

を図面四隅の格子点に記入しなければならない。

(5)デジタル測量成果

受注者は、水路測量等で得られた水深、海岸線、等深線等の情報を位置及びその他

の属性として構成されたデータファイルであるデジタル測量成果を作成しなければな

らない。

①水深については、経緯度水深ファイルとする。

②水深以外の地物については、国際水路機関が定める地理空間情報の基準に準拠し

た地物ファイルとする。

2-3-10 関連調査新規追加

水路測量に際して、水路業務関連法令により必要となる付属調査を実施する。

水路測量に伴う調査については、現場条件により決定する。（ 底質判別、浮泥層調査、

岸線測量等）
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2-3-11 成果

１．受注者は、特記仕様書に定めのある場合、成果物の種類、体裁、提出部数及びその他

必要事項は、その定めによらなければならない

２．受注者は、成果物として次に掲げる内容を記載した報告書及び図面を作成し、資料と

ともに業務担当員に提出しなければならない。

(1)報告書

・件名

・測量場所

・測量期間

・測量区域図

・測量機器

・測定方法

・地形解析結果（岸線測量を実施した場合）

・測量結果と考察

(2)図面

・測深図

(3) 測量成果

・デジタル測量成果

・経緯度表※１

・水路測量標等記事※１

・検潮所基準測定成果（基本水準標の設置、高さの改定をした場合）※４

・基準面決定簿

・メタ情報記録

(4) 測量資料

・測定図（航跡図、原点図※１、岸測図※２、測深図※３、水深原稿図、拡大水深

原稿図等）

・測定帳簿（測角簿※３、測距簿※３、測深簿、測深誘導簿、験潮簿、原点計算簿

※１、 岸測簿※２等）

・測定記録（音響測深記録、験潮記録、電波又はＧＮＳＳ測位記録等）

※１ 基準点測量を実施した場合。

※２ 岸線測量を実施した場合。

※３ ＧＮＳＳを使用する場合は不要。

※４ 検潮器を設置した場合。

2-3-12 照査

１．受注者は、特記仕様書に定めのある場合、照査技術者により照査を行わなけれ

ばならない。

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。

(1)調査方針及び調査内容の適切性

(2)測定記録と計算結果の整合性
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(3)測定記録と図面表現の整合性

(4)既存資料、計画資料等との整合性

(5)成果物の適切性

２－４ 流況調査

2-4-1 適用の範囲

本節は、流況調査に関する一般的事項を取扱うものとする。

2-4-2 観測機器

受託者は、設計図書に定める観測機器を用いるものとし、事前に使用機器に関する測

定範囲及び測定精度等の性能に関する資料を業務担当員に提出し、承諾を得るものとす

る。

2-4-3 観 測

１．受託者は、設計図書に定める観測地点及び観測方法により、流況調査を行うものとす

る。

２．受託者は、流速計を設置して観測する場合、設計図書に定める標識を設置し、観測位

置の表示を行うものとする。また、設置方法は、事前に業務担当員の承諾を得るものと

する。

３．受託者は、長期間、流速計を設置して観測する場合、設計図書の定めにより点検・保

守を実施するものとする。

４．本測量においてＧＮＳＳを使用する場合は、当該契約の実施区域において行った精度

の確認結果を添えて使用申請を調査職員に提出し、承諾を得なければならない。

2-4-4 観測結果の整理及び解析

受託者は、設計図書の定めにより観測結果の整理及び解析を行うものとする。

2-4-5 成果品

１．受託者は、設計図書に定めのある場合、成果品の種類、体裁、提出部数及びその他必

要事項は、その定めによるものとする。

２．受託者は、成果品として次に掲げる内容を記載した報告書を作成し、業務担当員に提

出するものとする。

(1) 件 名

(2) 調査場所

(3) 調査期間

(4) 調査位置図

(5) 調査機器

(6) 調査方法（位置測定方法、流況測定方法）

(7) 調査結果の整理及び解析

(8) 調査結果と考察
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2-4-6 照 査

１．受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。

(1) 調査方針と流況調査内容の適切性

(2) 測定記録と既存資料の整合性

(3) 成果品の適切性

２－５ 水質調査

2-5-1 適用の範囲

本節は、水質調査に関する一般的事項を取り扱うものとする。

2-5-2 観測機器

受託者は、設計図書に定める観測機器を用いるものとし、事前に使用機器に関する測

定範囲及び測定精度等の性能に関する資料を業務担当員に提出し、承諾を得るものとす

る。

2-5-3 採水・観測

１．受託者は、設計図書に定める採水時期、採水地点及び採水方法により採水、観測する

ものとする。

２．受託者は、次に示す深度から採水若しくは測定するものとする。ただし、設計図書に

定めのある場合は、それに従うものとする。

(1) 表層 海面下0.5ｍ

(2) 中層 水深の1/2

(3) 下層 海底面上1.0ｍ

３．受託者は、関係法令等に定める規定量の資料を採水し、採水地点、水深、年月日、時

間及び気象・海象の記録を行うものとする。

４．受託者は、採取した資料に対し、表２－３ 水質試験方法 に定める前処理を施し、速

やかに試験室に運搬するものとする。

2-5-4 水質試験

１．受託者は、設計図書に定める項目の試験を行うものとする。

２．受託者は、表２－３ 水質試験方法 に示す試験方法により試験を行うものとする。な

お、試験方法が複数ある場合は、設計図書に定める方法により行うものとする

３．受託者は、試験値の結果に疑義が生じた場合、速やかに業務担当員に報告するものと

する。



Ⅰ測量 - 76

表２－３ 水質試験方法

３－１

試 験 項 目 試 験 方 法

現
気 温 JIS K 0102 7.1

場
水 温 JIS K 0102 7.2

測
色 相 JIS 標準色標

定
臭 気 JIS K 0102 10.1

項
塩 分 海洋観測指針 5.3

目
透 明 度 海洋観測指針 3.2

濁 度 JIS K 0101 9.2,9.3,9.4又は水中濁度計 YPC-1D

水 素 イ オ ン 濃 度（ｐＨ） JIS K 0102 12.1又はガラス電極法

生
溶 存 酸 素（ＤＯ） JIS K 0102 32又は隔膜電極法若しくは光学式センサ

活
生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） JIS K 0102 21

環
化 学 的 酸 素 要 求 量（ＣＯＤ） JIS K 0102 17

境
浮 遊 物 質（ＳＳ） 環告第59号付表 9

項
大 腸 菌 群 数 環告第59号別表2

目
全 窒 素 JIS K 0102 45.2、45.3、45.4又は45.6

全 り ん JIS K 0102 46.3

ｎ － ヘ キ サ ン 抽 出 物 質 環告第59号付表14又は環告第64号付表4

亜 鉛 JIS K 0102 53

カ ド ミ ウ ム JIS K 0102 55.2、55.3又は55.4

全 シ ア ン JIS K 0102 38.1.2及び38.2又は38.1.2及び38.3又は38.1及び38.5

健 鉛 JIS K 0102 54

六 価 ク ロ ム JIS K 0102 65.2

砒 素 JIS K 0102 61.2又は61.3又は61.4

康 総 水 銀 環告第59号付表 2

ア ル キ ル 水 銀 環告第59号付表 3

ポリ塩化ビフェニール（ＰＣＢ） 環告第59号付表 4

項 ジ ク ロ ロ メ タ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

四 塩 化 炭 素 JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 2 - ジ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1又は5.3.2

目 ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

テ ト ラ ク ロ ロ チ エ チ レ ン JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 1 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

等 シス- 1 . 2 -ジクロロエチレン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

1 . 1 . 1 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 1 . 2 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 3 - ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

チ ウ ラ ム 環告第59号付表 5
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３－２

試 験 項 目 試 験 方 法

シ マ ジ ン 環告第59号付表 6 の第 1 又は第 2

健
チ オ ベ ン カ ル ブ 環告第59号付表 6 の第 1 又は第 2

康
ベ ン ゼ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

項
セ レ ン JIS K 0102 67.2又は67.3又は67.4

目 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
JIS K 0102 43.2.1、43.2.3又は43.2.5（硝酸性）

等
JIS K 0102 43.1（亜硝酸性）

フ ッ 素 JIS K 0102 34.1又は環告第59号付表 7

ホ ウ 素 JIS K 0102 47.1若しくは47.3又は47.4

１ ， ４ － ジ オ キ サ ン 環告第 9号付表8

特
フ ェ ノ ー ル 類 JIS K 0102 28.1

殊
銅 JIS K 0102 52.2、52.3、52.4又は52.5

項
鉄 （溶解性） JIS K 0102 57.2、57.3又は57.4

目
マ ン ガ ン （溶解性） JIS K 0102 56.2、56.3、56.4又は56.5

ク ロ ム JIS K 0102 65.1

環告第4号付表1又はパラチオン、メチルパラチオン若しくはEPNはJIS K 0102（201
有 機 化 合 物

3）31.1（ガスクロマトグラフ法を除く）、メチルジメトンは環告第64号付表2

ア ン モ ニ ア 性 窒 素 JIS K 0102 42.2、42.3又は42.5又は42.6

ク ロ ロ ホ ル ム JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

トランス-1、2-ジクロロエチレン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

1 . 2 - ジ ク ロ ロ プ ロ パ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

要 ｐ － ジ ク ロ ロ ベ ン ゼ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

イ ソ キ サ チ オ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

ダ イ ア ジ ノ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

フ ェ ニ ト ロ チ オ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

監 イ ソ プ ロ チ オ ラ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

オ キ シ ン 銅 環水規第121号付表 2

ク ロ ロ タ ロ ニ ル 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

プ ロ ピ ザ ミ ド 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

視 Ｅ Ｐ Ｎ 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

ジ ク ロ ル ボ ス 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

フ ェ ノ ブ カ ル ブ 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

イ プ ロ ベ ン ホ ス 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

項 ク ロ ル ニ ト ロ フ ェ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

ト ル エ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

キ シ レ ン JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

フ タ ル 酸ジエチルヘキシル 環水規第121号付表3.1又は3.2

目 ニ ッ ケ ル JIS K 0102 59.3又は環水規第121号付表 4 、付表 5
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３－３

試 験 項 目 試 験 方 法

モ リ ブ デ ン JIS K 0102 68.2又は環水規第121号付表4、付表 5

要 ア ン チ モ ン 環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表5の第 1、第2又は第 3

監 塩 化 ビ ニ ル モ ノ マ ー 環水企発第040331003号、環水企発第040331005号付表1

視 エ ピ ク ロ ヒ ド リ ン 環水企発第040331003号、環水企発第040331005号付表2

項 １ ， ４ － ジ オ キ サ ン 環水企発第040331003号、環水企発第040331005号付表3の第1又は第2

目 全 マ ン ガ ン JIS K 0102 56.2、56.3、56.4又は56.5

ウ ラ ン 環水企発第040331003号、環水企発第040331005号付表 4 の第1、第2

ペルフルオロオクタンスルホン酸及びペルフルオロオクタン酸；令和2年5

月28日環水大水発第2005281号、環水大水発第2005282号付表1

（注）「環告第59号」とは、「水質汚濁に係る環境基準について」（環境庁告示第59号 昭和46年12月28日、改正：

環境省告示第46号平成31年3月20日）を示す。

｢環告第64号」とは、「排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定法方法」（環

境庁告示第64号 昭和49年9月30日、改正：環境省告示第47号平成3P25 1年3月20日）を示す。

「環水規第121号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測定方法」

（環水規第121号 平成5年4月28日、改正： 環水管69号平成11年3月12日）を示す。

「環水企発第040331003号、環水土第040331号」とは、「水質汚濁に係る人の健康に関する環境基準の施行等につい

て（通知）」（環水企発第040331003号、環水企発第040331005号平成16年3月31日）を示す。

「環水大水発第2005281号、環水大土第2005282号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基等の施

工等について（通知）」（環水大水発第2005281号、環水大土第2005282号令和2年5月28日）を示す。
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2-5-5 試験機関

受託者は、計量証明事業登録を受けた機関で試験を行うものとする。

2-5-6 観測結果の整理及び解析

受託者は、設計図書の定めにより観測及び分析結果を整理し、解析を行うものとする。

2-5-7 成果品

成果品は、2-4-5 成果品 に準ずるものとする。

2-5-8 照 査

１．受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。

(1) 調査方針と水質調査内容の適切性

(2) 試験結果と既存資料の整合性

(3) 成果品の適切性

２－６ 底質調査

2-6-1 適用の範囲

本節は、底質調査に関する一般的事項を取り扱うものとする。

2-6-2 調査機器

受託者は、設計図書に定める調査機器を用いるものとし、事前に使用機器に関する測

定範囲及び測定精度等の性能に関する資料を業務担当員に提出し、承諾を得るものとす

る。

2-6-3 採泥・観測

１．受託者は、設計図書に定める採泥地点及び採泥方法により底質調査を行うものとする。

２．受託者は、関係法令の定める規定量の試料採取をし、採泥地点、水深、深度、年月日

及び時間を記録するものとする。

３．受託者は、採取した試料に対し、表２－４ 底質試験方法 に定める前処理を施し、速

やかに試験室に運搬するものとする。

2-6-4 底質試験

１．受託者は、設計図書に定める項目の試験を行うものとする。

２．受託者は、表２－４ 底質試験方法 に示す試験方法により試験をするものとする。な

お、試験方法が複数ある場合は、設計図書の定めにより行うものとする。

３．受託者は、試験値に疑義が生じた場合、速やかに業務担当員に報告するものとする。
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表２－４ 底質試験方法

２－１

試験項目
溶 出 試 験 含 有 量 試 験

試 験 方 法 摘 要 試 験 方 法 摘 要

アルキル水銀化合 昭和46年12月28日環境庁告示第59号（以 汚泥、水底 昭和63年9月8日環境庁第127号底質調査 平成31年3

物 下「環告第59号」という。）付表3及び昭 土砂、廃酸 方法（以下「底質調査方法」という。） 月20日

和49年9月30日環境庁告示第64号（以下 廃アルカリ Ⅱ.5.14.2

「環告第64号」という。）付表 3

水銀又はその化合 環告第59号付表2 底質調査方法Ⅱ.5.14.1

物

カドミウム又はそ JIS K 0102 55 底質調査方法Ⅱ.5.1

の化合物

鉛又はその化合物 JIS K 0102 54 底質調査方法Ⅱ.5.2

有機燐化合物 環告第64号付表 1又はJIS K 0102 31.1

のうちガスクロマトグラフ法以外のもの

（メチルジメトンにあっては勧告第64号

付表 2）

六価クロム化合物 JIS K 0102 65.2 底質調査方法Ⅱ.12.3

ひ素又はその化合 JIS K 0102 61 底質調査方法Ⅱ.5.9

物

シアン化合物 JIS K 0102 38 底質調査方法Ⅱ.4.11

ただし、38.1.1は除く

ＰＣＢ 環告第59号付表3又はJIS K 0093) 底質調査方法Ⅱ.6.4

有機塩素化合物 環告第14号別表 1に準ずる方法 最終改正

：平成26年

5月30日

銅又はその化合物 JIS K 0102 52 底質調査方法Ⅱ.5.3

亜鉛又はその化合 JIS K 0102 53 底質調査方法Ⅱ.5.4

物

ふっ化物 JIS K 0102 34

トリクロロエチレ 環告第14 別表２又はJIS K 0125 5.1、 最終改正

ン 5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5 ：平成26年

5月30日

テトラクロロエチ 環告第14 別表２又はJIS K 0125 5.1、

レン 5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

ベリリウム又はそ 環告第13号別表7 最終改正：

の化合物 令和2年3月

30日

クロム又はその化 JIS K 0102 65.1 底質調査方法Ⅱ.5.12

合物

ニッケル又はその JIS K 0102 59

化合物

バナジウム又はそ JIS K 0102 70

の化合物
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２－２

試験項目
溶 出 試 験 含 有 量 試 験

試 験 方 法 摘 要 試 験 方 法 摘 要

ジクロロメタン JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.2又は5.4.1

四塩化炭素 環告第14 号別表2 又はJIS K 0125 5.

1、5.2、5.3.2、5.4.1又は5.5

1.2-ジクロロエタ JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.2

ン 又は5.4.1

1.1-ジクロロエチ JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.2

レン 又は5.4.1

シス-1.2-ジクロ JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.2

ロエチレン 又は5.4.1

1.1.1-トリクロロ 環告第14 号別表2 又はJIS K 0125 5.

エタン 1、5.2、5.3.2、5.4.1又は5.5

1.1.2-トリクロロ 環告第14 号別表2 又はJIS K 0125 5.

エタン 1、5.2、5.3.2、5.4.1又は5.5

1.3-ジクロロプロ JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.2 又は5.4.

ペン 1

チウラム 環告第59号付表5

シマジン 環告第59号付表6

チオベンカルブ 環告第59号付表6

ベンゼン JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.2

又は5.4.2

セレン JIS K 0102 67.2

ダイオキシン類 環告第14 号第四JIS K 0312 環告第68 号別表（ダイオキシン類に係 最終改正：

る底質調査測定マニュアル（平成21年3 平成14年7

月改定環境省水・大気環境局水環境課） 月22日

泥温 JIS K 0102 7に準ずる方法

泥色 新版標準土色帳による

水素イオン濃度 底湿調査方法Ⅱ.4.4

（ｐＨ）

化学的酸素要求量 底質調査方法Ⅱ.4.7

（ＣＯＤｓｅｄ）

過マンガン酸カリ

ウムによる酸素消

費量

硫化物（Ｔ－Ｓ） 底質調査方法Ⅱ.4.6

強熱減量（ＩーＬ） 底質調査方法Ⅱ.4.2

密度（比重） JIS A 1202

粒度組成 JIS A 1202

1,4-ジオキサン 環告第14号別付表7
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2-6-5 試験機関

受託者は、計量証明事業登録を受けた機関で試験を行うものとする。

2-6-6 観測結果の整理及び解析

受託者は、設計図書の定めにより観測及び分析結果を整理し解析を行うものとする。

2-6-7 成果品

成果品は、2-4-5 成果品 に準ずるものとする。

2-6-8 照 査

１．受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。

(1) 調査方針と底質調査内容の適切性

(2) 試験結果と既在資料の整合性

(3) 成果品の適切性

２－７ 環境生物調査

2-7-1 プランクトン調査

１．適用の範囲

環境生物調査のうち、プランクトン調査に関する一般的事項を取扱うものとする。

２．調査機器

受託者は、設計図書に定める調査機器を用いるものとし、事前に業務担当員の承諾を

得るものとする。

３．調査方法

(1) 受託者は、設計図書に定める調査海域、調査時期、調査地点、調査位置及び調査

方法により行うものとする。

(2) 受託者は、調査に先立ち業務担当員に調査位置の承諾を得るものとする。

４．試料の固定

(1) 受託者は、採水器を引き上げた後、試料を標本瓶に入れ、速やかに固定し、併せ

て、特記仕様書に定めのある場合、クロロフィルａ測定用試水を別途標本瓶に入れ

保管するものとする。

(2) 受託者は、プランクトンネットを引き上げた後、ただちに試料を標本瓶に保管し、

生体試料として用いる場合を除き、速やかに固定するものとする。

５．試料の同定・分析

(1) 受託者は、試料の同定・分析を試料の前処理（濃縮）、沈殿量の測定、種の同定

・個体数（細胞数）の計数の手順で行うものとする。

(2) 受託者は、特記仕様書に定めのある場合、クロロフィルａの測定を測定・分析手

引き書（海洋観測指針）に従って行うものとする。

６．調査結果の解析及び考察

受託者は、設計図書の定めにより、調査結果を解析し、考察するものとする。
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７．成果品

(1) 受託者は、設計図書に定めのある場合、成果品の種類、体裁、提出部数及びその

他必要事項は、その定めによるものとする。

(2) 受託者は、成果品として次に掲げる内容を記載した報告書を作成し、業務担当員

に提出するものとする。

(ｱ) 件 名

(ｲ) 調査目的

(ｳ) 調査海域

(ｴ) 調査地点

(ｵ) 調査日時

(ｶ) 調査方法及び調査機器

(ｷ) 調査結果及び解析結果

(ｸ) 考 察

８．照 査

(1) 受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

(2) 照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とする。

(ｱ) 調査方針と調査内容の適切性

(ｲ) 調査結果及び解析結果と既存資料の整合性

(ｳ) 成果品の適切性

2-7-2 卵・稚仔調査

１．適用の範囲

環境生物調査のうち、卵・仔稚調査に関する一般的事項を取扱うものとする。

２．調査機器

受託者は、設計図書に定める調査機器を用いるものとし、事前に業務担当員の承諾を

得るものとする。

３．調査方法

受託者は、設計図書の定める調査海域、調査時期、調査地点、調査位置及び採集方法

により行うものとする。

４．試料の固定

受託者は、標本瓶に移した試料をホルマリンで固定するものとする。

５．試料の同定・分析

(1) 受託者は、固定された試料の中から卵・仔稚を選別するものとし、選別後のサン

プルは、実体顕微鏡などで再検するものとする。

(2) 受託者は、卵・仔稚の計数に実体顕微鏡を用い、種類別に個体数を計数するもの

とする。

６．調査結果の解析及び考察

受託者は、設計図書の定めにより、調査結果を解析し、考察するものとする。

７．成果品

成果品は、2-7-1 プランクトン調査 第７項に準ずるものとする。

８．照 査
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(1) 受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

(2) 照査は、2-7-1 プランクトン調査 第８項に準ずるものとする。

2-7-3 底生生物調査

１．適用の範囲

環境生物調査のうち、底生生物調査に関する一般的事項を取扱うものとする。

２．調査機器

受託者は、設計図書に定める調査機器を用いるものとし、事前に業務担当員の承諾を

得るものとする。

３．調査方法

(1) 受託者は、設計図書の定める海域及び位置において、項目・時期及び頻度等によ

り調査を行うものとする。

(2) 受託者は、設計に先立ち業務担当員に調査位置の承諾を得るものとする。

４．試料の固定

受託者は、設計図書に定める方法により試料の固定及び保存を行うものとする。

５．試料の同定・分析

受託者は、設計図書に定める項目の同定・分析を行うものとする

６．調査結果の解析及び考察

受託者は、設計図書の定めにより調査結果を解析し、考察するものとする。

７．成果品

成果品は、2-7-1 プランクトン調査 第７項に準ずるものとする。

８．照 査

(1) 受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

(2) 照査は、2-7-1 プランクトン調査 第８項に準ずるものとする。

2-7-4 付着生物調査

１．適用の範囲

環境生物調査のうち、付着生物調査に関する一般的事項を取扱うものとする。

２．調査機材

受託者は、設計図書に定める調査機材を用いるものとし、事前に業務担当員の承諾を

得るものとする。

３．調査方法

受託者は、設計図書に定める調査海域、調査時期、調査地点、調査位置及び試料の採

取方法により調査を行うものとする。

４．試料の固定

受託者は、設計図書に定める方法により試料の固定及び保存を行うものとする。

５．試料の同定・分析

受託者は、設計図書に定める項目の同定・分析を行うものとする。

６．調査結果の解析及び考察

受託者は、設計図書の定めにより調査結果を解析し、考察するものとする。

７．成果品
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成果品は、2-7-1 プランクトン調査 第７項に準ずるものとする。

８．照 査

(1) 受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

(2) 照査は、2-7-1 プランクトン調査 第８項に準ずるものとする。

2-7-5 藻場調査

１．適用の範囲

環境生物調査のうち、藻場調査に関する一般的事項を取扱うものとする。

２．調査機器

受託者は、設計図書に定める調査機器を用いるものとし、事前に業務担当員の承諾を

得るものとする。

３．調査方法

受託者は、設計図書に定める調査項目、調査時期、調査範囲、調査点、調査測線及び

調査方法により実施するものとする。

４．試料の固定

受託者は、設計図書の定める方法により行うものとする。

５．試料の同定・分析

受託者は、設計図書に定める項目の同定・分析を行うものとする。

６．調査結果の解析及び考察

受託者は、設計図書の定めにより、調査結果を解析し、考察を行うものとする。

７．成果品

成果品は、2-7-1 プランクトン調査 第７項に準ずるものとする。

８．照 査

(1) 受託者は、設計図書の定めにより、調査結果を解析し、考察を行うものとする。

(2) 照査は、2-7-1 プランクトン調査 第８項に準ずるものとする。

2-7-6 魚介類調査

１．適用の範囲

環境生物調査のうち、魚介類調査に関する一般的事項を取扱うものとする。

２．調査機材

受託者は、設計図書に定める調査機材を用いるものとし、事前に業務担当員の承諾を

得るものとする。

３．調査方法

受託者は、設計図書の定める調査対象種、調査方法、調査時期、調査機器、調査位置

及び統計調査により行うものとする。

４．試料の固定

受託者は、設計図書に定める方法により試料の固定及び保存を行うものとする。

５．試料の同定・分析

受託者は、設計図書に定める項目の同定・分析を行うものとする。

６．調査結果の解析及び考察

受託者は、設計図書の定めにより、調査結果を解析し、考察を行うものとする。
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７．成果品

成果品は、2-7-1 プランクトン調査 第７項に準ずるものとする。

８．照 査

(1) 受託者は、設計図書に定めのある場合、照査技術者により照査を行うものとする。

(2) 照査は、2-7-1 プランクトン調査 第８項に準ずるものとする。
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３ 作 図
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３ 作 図

目 次
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３ 作 図

３－１ 一般事項

１．測量調査結果を作図に取りまとめるには、他に定める以外は、本作図様式によるもの

とする。

２．平面図の図式は、｢規程｣付録７公共測量標準図式を適用し、応用測量で特記ある場合

はそれによるものとする。

３－２ 作図様式等

１．使用する用紙は、作図仕様の用紙を使用するものとする。

２．作図の様式については、作図様式集により作成するものとする。

3-2-1 路線測量における土質の表示

１．路線測量における土質調査は、地表面より１ｍ程度までハンドオーガーボーリング等

により試掘し、目視により土質を判定するものとする。

２．土質の表示記号は、土の種類の表示記号により縦断図に作図するものとし、余白に凡

例を記入する。
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3-2-1 作図仕様
作業種別

汀線・深浅測量（漁場）
図面種別

平
用 紙 ポリエステルフィルム

＃３００以上

面
標 題
起 点 業務担当員の指示による

図
縮 尺
用 紙 ポリエステルフィルム

縦
＃２００以上

標 題 様式－１

断
図面の右下

図
書 式 業務担当員の指示による
縮 尺

用 紙 ポリエステルフィルム
＃２００以上

標 題 様式－１
図面の右下

起 点 業務担当員の指示による
縮 尺

記載事項 １．土質の変更線 ２．河川沿…ＨＷＬ、ＬＷＬ
３．海岸沿…○ア H.H.W.L(既往最高潮位) ○イ H.W.L(朔望平均満潮位) ○ウ L.W.L(朔
望平均干潮位)

横 視 方 向

断

図
配 置 例

構調 用 紙
造査 標 題
物図 縮 尺
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3-2-2 様 式

様式－１

年 度 令 和 年 度

業 務 名

図 面 名
8.0㎝ 各1.0㎝

縮 尺 図 面 番 号 葉の内 号

測 量 年 月

測 量 者 名

北 海 道 ○ ○ （総 合）振 興 局

※業務名
のみ2.0cm 2.0㎝ 3.0㎝ 2.0㎝ 3.0㎝

10.0㎝

参考様式－１

令 和
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４ 測 量 標
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４ 測 量 標

目 次

………………………………………………………………………………４－１ 測量標の形状等 95

…………………………………………………………………………………４－２ 測量標の埋設 95
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４ 測 量 標

４－１ 測量標の形状等

測量に使用する測量標の形状・寸法・材質・色等は、設計図書によるものとする。な

お、設計図書に定めがない場合については、下表によるものとする。

作業種別 名 称 材 質 杭の表示色 形状寸法(㎝) 備 考

主要原点杭 コンクリート 赤色（t=５㎝） 12×12×90

漁場 補助原点杭 木・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 〃 9×9×90

補 点 杭 〃 〃 6×6×60

※１ コンクリート杭については、軽量コンクリート杭も使用することができる。

※２ 材質が木の場合の形状寸法は、一般的な製材（原木や丸太等をのこぎり挽きした状態

のもの）としての規格で表示しているため、かんな仕上げ等を施した場合の実寸法とは

異なることに留意すること。

４－２ 測量標の埋設

測量標の埋設測量にあたっては、北海道建設部測量調査設計業務共通仕様書 Ⅰ測量

業務共通仕様書 ９測量標 ９－２測量標の埋設に準じること。
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